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Ⅰ　生殖補助医療技術と問題点

　生殖補助医療とは何か。法務省法制審議会生

殖補助医療関連親子法制部会は、「『生殖補助医

療』とは、生殖を補助することを目的として行

われる医療をいい、具体的には、人工授精、体

外受精、顕微授精、代理懐胎等をいう
（注1）

。」とし

ている。また、日本学術会議「生殖補助医療の

在り方検討委員会」の最終報告書は、「不妊症の

診断、治療において実施される人工授精、体外

受精・胚移植、顕微授精、凍結胚、卵管鏡下卵

管形成などの、専門的であり、かつ特殊な医療

技術の総称である
（注2）

。」と定義している。

　人工授精とは、妊娠するために、精子を人

工的な方法によって女性の身体へ注入する方

法であり、精子が女性の夫のものである場合

を配偶者間人工授精（Artificial Insemination by 

Husband=AIH）、第三者のものである場合を

非配偶者間人工授精（Artificial Insemination by 

Donor=AID）という。

　体外受精とは、体外で受精させた胚
（注3）

を培養し

た後に母体へ戻すことである。夫婦の精子、卵

子を使用する以外に、第三者から提供された精

子、卵子、胚を使用して、出産することも可能

となる。顕微授精は体外受精の一種で、顕微鏡

下で直接、精子を卵子に注入させる方法である。

　代理懐胎の代表的な方法としては、①夫の精

子を用いて代理懐胎者に人工授精を行い、妊娠、

出産してもらう方法（代理母型代理懐胎、人工

授精型代理懐胎）、②夫の精子と妻の卵子を体

外受精させてできた胚を代理懐胎者に移植し、

妊娠、出産してもらう方法（借り腹型代理懐胎、

体外受精型代理懐胎）がある。その他、③第三

者の精子と妻の卵子の体外受精、④夫の精子と

第三者の卵子の体外受精、⑤第三者の精子と第

三者の卵子の体外受精を行い、③〜⑤でできた

胚を代理懐胎者に移植して、妊娠、出産しても

らう方法もある。

　第三者の精子を用いた非配偶者間人工授精

（AID）、提供された配偶子（精子、卵子）・胚に

よる体外受精、及び代理懐胎においては、生ま

れた子どもの「遺伝上の親」、「生みの親」、「法律

上の親」が分離するという問題が起こる。（表1

参照）

　体外受精技術から派生するものとしては、余

剰胚
（注4）

、減数手術
（注5）

、着床前診断
（注6）

などがある。これ

らは「生命の誕生」を目的としている生殖補助

医療とは反対の結果である「生命の断絶」ある

いは「生命の選択」という倫理的な問題を引き

起こす。

　生殖そのものではないが、研究目的で受精卵・

胚を操作することも生殖補助医療技術の関連分

野として捉えられることが多い。クローン
（注7）

、キ

メラ
（注8）

、ハイブリッド
（注9）

、胚性幹細胞（ES細胞
（注10）

）等

は配偶子・胚研究から生まれた新しい形態の産

物であり、従来の生殖補助医療の枠組みを超え、

未知の「生命」を人為的に創造することにもつ

ながるという意味で、その是非が問われている

研究領域である。

海外における生殖補助医療法の現状

－死後生殖、代理懐胎、子どもの出自を知る権利をめぐって－

林　かおり
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Ⅱ　生殖補助医療をめぐる日本の動向

　日本では、生殖補助医療を規制するものは、

事実上、日本産科婦人科学会の会告のみという

状態が長期にわたって続いている。その間、国

内では学会が認めない生殖補助医療技術を確信

犯的に施す医師が出現したり、外国で学会未承

認の技術を用いて子どもをもうけるケースが発

覚するなど、もはや一学会の規制だけでは、抑

えきれない事態に発展していた。

　こうした現状に鑑み、旧厚生省厚生科学審議

会は、1998年に先端医療技術評価部会生殖補助

医療技術に関する専門委員会（以下、「旧厚生省

専門委員会」という）を設置し、2年後の2000年

12月に同委員会の「精子・卵子・胚の提供等に

よる生殖補助医療のあり方についての報告書
（注11）

」 

が発表された。それに先立つ同年3月、日本弁

護士連合会が「生殖医療技術の利用に対する法

的規制に関する提言
（注12）

」を出している。両者の個々

の主張には、かなりの隔たりがあったが、生殖

補助医療法の立法を促す点では、目的は同じで

あった。

　2001年には、法務省法制審議会親子法制部会

と厚生労働省厚生科学審議会生殖補助医療部会

（以下、「厚労省生殖補助医療部会」という）が新

たに立ち上がり、2003年にそれぞれ中間試案
（注13）

と

報告書
（注14）

を提出した。

　2003年の厚労省生殖補助医療部会の報告書

（以下、「2003年報告」という）は、2000年の旧

厚生省専門委員会報告書（以下、「2000年報告」

という）よりも生殖補助医療に対して、全体的

に抑制的になったような印象を与える。胚の提

供を認める後者に対して、前者は「精子・卵子

両方の提供を受けた胚の移植は認めない（余剰

胚のみ認められる）」とした。これには、もと

もと胚提供を認めない日本産科婦人科学会や日

本弁護士連合会の影響が見られると言われてい

る。また、争点の一つになった兄弟姉妹などか

表1：生殖補助医療の技術の種類

卵子由来者

（遺伝上の母）

精子由来者

（遺伝上の父）

懐胎者

（生みの母）

養育者

（育ての父母・法律上の父母）

人工授精

配偶者間人工授精（AIH） 妻 夫 妻 妻・夫

非配偶者間人工授精（AID） 妻 提供者 M 妻 妻・夫

体外受精

配偶者間体外受精 妻 夫 妻 妻・夫

精子提供型体外受精 妻 提供者 M 妻 妻・夫

卵子提供型体外受精 提供者 F 夫 妻 妻・夫

胚提供型体外受精 提供者 F 提供者 M 妻 妻・夫

代理懐胎

代理母型代理懐胎 代理懐胎者 夫 代理懐胎者 妻・夫

借り腹型代理懐胎 妻 夫 代理懐胎者 妻・夫

借り腹＋精子提供 妻 提供者 M 代理懐胎者 妻・夫

借り腹＋卵子提供 提供者 F 夫 代理懐胎者 妻・夫

借り腹＋胚提供 提供者 F 提供者 M 代理懐胎者 妻・夫

提供者M…精子提供者

提供者F…卵子提供者

（出典）  西希代子「代理懐胎の是非」『ジュリスト』1359号 ,2008.7.1,p.43.掲載の表1を参照して、筆者作成
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らの配偶子提供については、2000年報告はそれ

を認めるという結論に至ったが、2003年報告は

配偶子提供者（ドナー）の匿名性の保持のため、

兄弟姉妹からの提供は、「当分の間」という留保

付きで、認めないとした。「子どもの出自を知

る権利」についても、2000年報告が配偶子提供

者を特定する情報の開示を認めなかったのに対

して、2003年報告は15歳以上の子どもに対す

る開示を認めるという結論を出している。

　2006年12月には、法務大臣と厚生労働大臣

が日本学術会議に対して、生殖補助医療をめぐ

る諸問題に関して審議を依頼し、学術会議に

「生殖補助医療の在り方検討委員会」（以下、「学

術会議検討会」という）が設置された。学術会

議検討会では、代理懐胎を中心にした審議が1

年3か月続けられ、2008年3月に終了した。最

終報告書では、①代理懐胎については、生殖補

助医療法による規制が必要であり、それに基づ

き原則禁止とする、②営利目的で行われた代理

懐胎では、「施行医、斡旋者、依頼者」を処罰対

象者とする、③代理懐胎の医学的・倫理的・法

的・社会的な問題及び危険性を長期的に観察す

るために、厳格な管理の下で「試行」（臨床試験）

を行う、④「試行」に当たっては、公的運営機

関を設立し、一定期間後に代理懐胎の妥当性を

検討する、⑤親子関係については、代理懐胎者

を母とし、依頼夫婦と子どもは（特別）養子縁

組によって親子関係を定立する、⑥出自を知る

権利、卵子提供、死後生殖などは今後の検討課

題とする、⑦生命倫理に関する諸問題について

は、公的研究機関を創設するとともに、新たな

公的な常設委員会を設置する、⑧生殖補助医療

を議論する場合は子の福祉を最優先とする、と

いったことが提言としてまとめられた。

　2009年3月には、日本生殖医学会倫理委員会

が「第三者配偶子を用いる生殖医療についての

提言
（注15）

」を発表している。提言の主な内容は、①

卵子の提供を受ける女性は既婚者で45歳以下

であることなどの条件を付ける、②卵子提供

者は35歳未満、精子提供者は55歳未満で、い

ずれも1人の提供者から誕生する子どもを10人

までに限定する。匿名提供者の確保は困難であ

ることが実証されているため、例外として被提

供者本人の実姉妹や知人からの提供も可能とす

る、③成人した子どもに開示する情報は、住

所、氏名などの個人を特定する情報を除く身体

的・医学的・社会的情報に限定する、④提供は

無償を原則とするが、実費は補償する、⑤公的

な管理運営機関を創設し、第三者配偶子を用い

る医療機関はこの公的機関が認定する、⑥公的

管理運営機関は、提供者情報の保管管理や成人

後の子どもに対する提供者情報開示請求への対

応などを業務とする、⑦民法上の親子関係を明

確化する親子法の整備に取り組むよう国に要望

する、といったものである。

　日本生殖医学会倫理委員会の石原理委員長

は、提言公表の3か月前に「非配偶者間の体外

受精に関する法制化のめどがたたない間に、治

療を希望する夫婦の高齢化が進んでいる。必要

な法整備についても国に訴えたい
（注16）

。」と述べた。

　配偶子提供に関しては、日本産科婦人科学会

は、夫婦以外の第三者から提供された配偶子を

使用した体外受精は「現時点では実施すべきで

ない
（注17）

。」との慎重な立場を取っている。

　1998年の旧厚生省専門委員会の発足から今

日に至るまで、生殖補助医療に関しては、有識

者を中心に議論されてきた論点は様々ある。主

なものとしては、①施術を受ける対象者の範囲

（事実婚カップル、同性カップル、単身者、加

齢による不妊患者等）、②第三者からの配偶子

と胚の提供、③家族間の配偶子提供、④死後生

殖、⑤代理懐胎、⑥子どもの「出自を知る権利」

の保障、といったものがあげられる。

　以下では、その中から、最高裁まで争われた

「死後生殖」と「代理懐胎」の問題、そして近年、

世界中で注目されている「子どもの出自を知る
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表2：生殖補助医療に関する主な団体・政府委員会の主張

日本産科婦人科学会
日本弁護士連合会

「提言」（2000年）

「補充提言」（2007年）

厚生省専門委員会報

告書

（2000年）

厚労省生殖補助医療

部会報告書

（2003年）

依頼者 非配偶者間人工授

精は法律婚の夫婦

（2006年会告）

体外受精・胚移植は

事実婚も含む夫婦

（2006年会告）

事実婚も含む夫婦 法律婚の夫婦に限定 法律婚の夫婦に限定

胚提供 胚提供は不可 (2004

年会告 )

胚提供は不可 胚提供は可 余剰胚のみ提供可

配偶子提供の対価 営利目的の提供・斡

旋禁止（2006年会告）

無償提供（実費相当

分は認める）

無償提供（実費相当

分は認める）

無償提供（実費相当

分は認める）

兄弟・姉妹からの提供 認めない（2003年倫

理委員会答申）

（規定なし） 認める 当分の間、認めない

代理懐胎 禁止（2003年会告） 禁止 禁止 禁止

配偶子・胚の由来者

が死亡した場合の配

偶子・胚の取り扱い

凍結精子は本人が死

亡した場合、廃棄

（2007年会告）

預託者もしくは提供

者が死亡したときに

廃棄（2007年）

（規定なし） 提供者の死亡が確認

されたときに廃棄

子どもの出自を知る

権利

精子提供は匿名によ

る (2006年会告 )

個人を特定する情報

の開示認める

個人を特定しない情

報のみ開示認める

個人を特定する情報

の開示認める

筆者作成

権利」の問題を中心に、各国の生殖補助医療法

制について論ずる。

Ⅲ　死後生殖

1　日本の現況

　2003年に松山地裁が、夫の死後、凍結保存精

子を体外受精して生まれた子どもの認知を求め

た女性に対して、請求を棄却するという判決を

下している
（注18）

。2004年の高松高裁は、夫の生前同

意にもとづき認知を認めたが
（注19）

、2006年9月4日の

最高裁判決
（注20）

により、父子関係は再び否定された。

　日本受精着床学会倫理委員会は、2004年11月

に「凍結精子を用いた死後生殖についての見解
（注21）

」

を発表した。委員会の審議の結果、死後生殖に

は否定的な意見が多かったものの、生殖の自由

の観点から「認める」という意見もあり、最高

裁の判決前でもあったため、両論併記という結

論を出した。

　日本弁護士連合会は2007年1月の「『生殖医療

技術の利用に対する法的規制に関する提言』に

ついての補充提言
（注22）

」の中で、代理懐胎について

は、あらためて反対する姿勢を取り、死後生殖

については、凍結精子は預託者又は提供者の死

亡時に廃棄し、死亡した配偶者の精子、卵子は

使用してはならないとした。

　日本産科婦人科学会も2007年4月の総会で学

会の会告に死後生殖を禁止する項目を盛り込む

ことを決定し、凍結精子は本人が死亡した場合、

廃棄されることが明記された。

　

2　海外における死後生殖規制

（1）死後生殖の禁止

　死後生殖については、スウェーデン（「遺伝
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的な一体性等に関する法律
（注23）

」第6章第4条、第7

章第6条）、ノルウェー（「ヒト・バイオテクノ

ロジー医療法
（注24）

」第2-11条）、デンマーク（「人工

生殖法
（注25）

」第15条第2項、第3項、第19項）、フィ

ンランド（「不妊治療法
（注26）

」第6条）、ドイツ（「胚保

護法
（注27）

」第4条第1項第3号）、スイス（「生殖医療

法
（注28）

」第3条第4項）、ハンガリー（「改正保健法
（注29）

」

第166条第3項）、韓国（「生命倫理法
（注30）

」第13条第

2項第2号）、台湾（「人工生殖法
（注31）

」第21条）など

が禁止としている。

　フランス（「公衆衛生法典
（注32）

」第L2141-2条）、イ

タリア（「生殖補助医療法
（注33）

」第5条第1項）では、

生殖補助医療を受けることができる対象者を、

生殖年齢にある、生存している婚姻・同居の異

性カップルに限定することで、死後生殖を防止

している。

　香港（「生殖科技及び胚胎研究実務規則
（注34）

」10.5）

では、死亡した夫は死後生殖で生まれた子ども

の父親とはみなさないとしている。

　

（2）生前同意による死後生殖の容認

　生前の同意があることを条件に死後生殖を認

めているのは、オランダ（「胚法
（注35）

」第7条）、ベル

ギー（死後6か月後から2年後までに限定）（「生

殖補助医療及び余剰胚・配偶子利用法
（注36）

」第15条、

第16条）、スペイン（死後12か月後までに限定）

（「ヒト生殖補助技術法
（注37）

」第9条第1項、第2項）、

ギリシア（死後6か月後から2年後までに限定）

（「ヒト生殖補助医療法
（注38）

」第1457条）、ラトヴィ

ア（「性・生殖保健法
（注39）

」第20条第4項）、カナダ（「ヒ

ト生殖補助法
（注40）

」第8条第2項）、豪・ニューサウ

スウェールズ州（「生殖補助技術法
（注41）

」第23条）、

サウスオーストラリア州（「改正生殖技術（臨床

的実施）（その他）法
（注42）

」附則第1章第4条）である。

　ポルトガルでは、精子については、死後生殖

を禁止しているが、胚については、父親の生前

同意があり、適正な熟慮期間が経過している場

合、死後生殖が認められる（「生殖補助医療法
（注43）

」

第22条第1項、第3項）。

　豪・ヴィクトリア州では、①配偶子の由来者

による生前の同意書があること、②「患者審査

委員会（The Patient Review Panel）」の承認があ

ること、③定められたカウンセリングを受ける

こと、などの条件を満たした場合、精子、卵子

両方について死後生殖を認めている（「生殖補

助治療法
（注44）

」第46〜48条）。

　イギリスは、かつては、死後生殖で生まれ

た子どもと死亡した夫の父子関係を認めていな

かった。しかし、2003年に法律が改正され、夫

の生前同意書及び母親の申請等があれば、夫を

父として登録できるようになった（「ヒト受精・

胚研究（死亡した父親）法
（注45）

」第1条）。

　

（3）その他の条件付き容認

　アイスランドは、生殖補助医療に使用するた

めに提供された場合に限って、カップルの一方

の死亡後にも配偶子を使用することを認めてい

る（「人工生殖法
（注46）

」第10条）。

　エストニアは、同意なしでも夫又は男性の死

後1か月以内ならば可能である。（「人工授精・

胚保護法
（注47）

」第20条）

　イスラエルは精子ではなく受精卵の死後生殖

の可否に関して、法律で規定している。夫が死

亡した場合は、一定の条件の下で、受精卵を妻

に移植することはできる。妻が死亡した場合、

受精卵を第三者に移植することはできない。未

婚の女性の場合は、死亡した女性から採取され

た卵子及び受精卵は、女性の生前同意があれば、

第三者に移植することが可能である（「公衆衛生

規則（体外受精
（注48）

）」第8条第b項第2号、第10条）。

Ⅳ　代理懐胎

1　日本の現況

　代理懐胎に関しては、旧厚生省専門委員会、

厚労省生殖補助医療部会、日本産科婦人科学会
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が、いずれも禁止する方針を打ち出している。

学術会議検討会では、前述のとおり、生殖補助

医療法が立法されるまでは、代理懐胎は原則禁

止という報告書を出している。

　訴訟例としては、タレントの向井亜紀さん夫

妻の事件が最も知られている。向井さん夫妻が

アメリカで借り腹型代理懐胎によって生まれた

双子の子どもを嫡出子とする出生届を提出した

ことをめぐって、東京高裁は品川区にそれを受

理するよう命じる判決を出したが
（注49）

、2007年3月

23日、最高裁は一転して、嫡出子とは認めない

決定を下した
（注50）

。当事者が有名人であったため、

マスコミにも頻繁に取り上げられ、世間一般で

も評判になった事件だが、日本での代理懐胎に

よる出産は、長野県の根津八紘医師が発表して

いるように他にも何件か試みられている。向井

さんや根津医師が代理懐胎を実施した夫婦は後

に、生まれた子どもとの間で特別養子縁組を成

立させている。

　上記の他、日本人が関わった最近の事例とし

ては、2008年に起きた、インドにおける代理懐

胎事件がある。これは、日本人の独身男性医師

がインド人女性と代理懐胎契約を結び、子ども

をもうけたが、生まれた子どもが国籍を取れな

くなり、一時出国できなくなったというもので

ある。第三者の提供卵子と同男性医師の精子を

体外受精して、受精卵を別の女性に移植し、そ

の結果、女児が生まれた。男性は代理懐胎契約

を実施する前に日本人女性と結婚していたが、

妻は代理懐胎には同意せず、子どもの誕生前に

離婚した。インドでは独身者は親権者になれず、

男性は父親とはみなされなかった。卵子提供者

は匿名女性であり、代理懐胎者は親権を放棄し

たため、母親も確定できず、その結果国籍の取

得が困難になり、出国できなくなったというの

が事件の顛末である。3か月後に日本政府が人

道的観点から1年間の滞在を認める査証（ビザ）

を発給したので、女児の日本への入国は可能と

なった。しかし、日本国籍を取得するには、あ

らためて認知又は養子縁組による親子関係確定

の手続を経なければならない
（注51）

。

　学術会議検討会でも、海外での「代理懐胎ツー

リズム」の危険性は議論されていた
（注52）

。しかし独

身男性が第三者の提供卵子を使用し、外国人女

性に代理懐胎を依頼することまでは予想してい

なかった。関係者はこの事件を一様に「想定外

のこと」と驚きをもって受け止めており、早急

の法整備の必要性を訴えている。

　ところで、厚生労働省の研究班は、1999年、

2003年、2007年の3回にわたって、生殖補助医

療技術に関する意識調査を行っている
（注53）

。これに

よると借り腹型代理懐胎については、1999年は

「認めてよい」と「条件付で認めてよい」が合わ

せて43.0％、「認められない」が24.2％、2003年

は「条件付で認めてよい」（選択肢に「認めてよ

い」なし）が42.5％、「認められない」が24.8％、

2007年は「認めてよい」が54.0％、「認められな

い」が16.0％で、一般論としては、「認める」と

いう意見がかなりの割合で存在していることが

判明した。　

　2006年10月、柳沢伯夫厚生労働大臣（当時）

は、向井さん夫妻や根津医師の事例を受けて、

「（代理懐胎を）支持する世論も見られるように

なった
（注54）

」との認識を示し、代理懐胎禁止の方針

を見直す可能性のあることを示唆した。日本産

科婦人科学会の荒木勤監事も「学会の指針を見

直す必要性が出てくるかもしれない
（注55）

。」と述べ

ている。

2　海外における代理懐胎規制

（1）代理懐胎の禁止・無効

　生殖補助医療法の条文により、全面的に「代

理懐胎（契約）の禁止」を明記しているのは、ア

イスランド（「人工生殖法」第6条）、ドイツ（「胚

保護法」第1条第1項第7号）、スイス（「生殖医

療法」第4条）、イタリア（「生殖補助医療法」第
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12条第6項）、米・アリゾナ州（州法第25-218条）、

コロンビア特別区（州法第16-402条
（注56）

）、豪・ク

イーンズランド州（「代理懐胎親子法
（第57）

」第3条第1

項第c号）、中国（「ヒト生殖補助技術管理規則
（注58）

」

第22条第2項）などである。

　「分娩者＝母ルール
（注59）

」をもって、代理懐胎を

阻止しているのは、スウェーデン（「親法典
（注60）

」第

7条）とエストニア（「人工授精・胚保護法」第24

条）である。

　ノルウェーの「ヒト・バイオテクノロジー医

療法」（第2-18条）は、生殖補助医療を受ける対

象者を、事実婚を含む既婚の女性に限定し、卵

子と胚の提供をそれぞれ禁止しているので、制

度上、代理懐胎は不可能である。オーストリア

の「生殖医療法
（注61）

」（第3条第3項）も卵子又は「発

生能力のある細胞」の提供を禁止している。

　フィンランドは、養子を前提とする生殖補助

医療の実施不可という条文により、代理懐胎を

禁止している（「不妊治療法」第8条第6項）。

　ハンガリーは、1997年に保健法を改正して、

生殖補助医療に関する包括的な規定を設け、当

初は非商業的代理懐胎を認めていた。しかし

1999年に同法は改正され、代理懐胎容認の条文

（第183〜184条）が削除となり、すべての代理

懐胎が禁止された
（注62）

。

　代理懐胎契約を無効としているのは、デン

マーク（「人工生殖法」第13条）、フランス（「民

法典
（注63）

」第16-7条）、スペイン（「ヒト生殖補助技

術法」第10条第1項）、ポルトガル（「生殖補助

医療法」第8条第1項）、米・インディアナ州（州

法第31-20-1-2条）、ルイジアナ州（州法第2713

条）、ミシガン州（州法第722.855条）、ニューヨー

ク州（州法第122条）、ノースダコタ州（州法第

14-18-05条）、豪・ニューサウスウェールズ州

（「生殖補助技術法」第45条）、サウスオースト

ラリア州（「家族関係法
（注64）

」第10G条）、タスマニ

ア州（「代理懐胎契約法
（注65）

」第7条）、などである。

　米・インディアナ州、ルイジアナ州、ミシガ

ン州、ニューヨーク州では、代理懐胎契約を無

効とするとともに契約は公序良俗に反するとし

ている。

（2）商業的代理懐胎のみの禁止・無効

　商業的代理懐胎のみを規制・禁止（または、

契約無効）の対象にし、非商業的な代理懐胎は

容認している国もある。そのうち、代理懐胎者

に対する報酬（実費を除く）の授受を禁止、ま

たは、その場合の契約を無効としているのは、

カナダ（「ヒト生殖補助法」第6条第1項）、米・

フロリダ州（州法第742.15条
（注66）

第4項）、ケンタッ

キー州（州法第199.590条第4項）、ネブラスカ

州（州法第25-21,200条第2項）、ネヴァダ州（州

法第126.045条
（注67）

第3項）、ニューハンプシャー州

（州法第168-B：25条第Ⅴ項）、ワシントン州（州

法26.23.240条）、オーストラリア首都特別地域

（「親子法
（注68）

」第41条）、豪・ヴィクトリア州（「生殖

補助治療法」第44条）、香港（「ヒト生殖技術法
（注69）

」

第17条第1項第a号）などである。

　代理懐胎にかかわる仲介、斡旋、広告などを

職業的に行うことを禁止しているのは、オラン

ダ（「商業的代理母法
（注70）

」第151b条）、イギリス（「代

理懐胎取決め法
（注71）

」第2条、第3条）、カナダ（「ヒ

ト生殖補助法」第6条第2項、第3項）、米・ヴァー

ジニア州（州法第20-165条）、ワシントン州（州

法第26.26.230条）、オーストラリア首都特別地

域（「親子法」第42〜44条）、豪・ヴィクトリア

州（「生殖補助治療法」第45条）、ニュージーラ

ンド（「ヒト生殖補助技術法
（注72）

」第14条）、香港（「ヒ

ト生殖技術法」第17条第1項第b〜d号、第2項）

などである。

　ギリシアは非商業的代理懐胎（代理懐胎者へ

の金銭支払い禁止）で、かつ裁判所の許可を得

たもののみを認めている（「ヒト生殖補助医療

法」第1458条、「生殖補助医療適用法
（注73）

」第13条）。
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（3）代理懐胎の（条件付）容認

　イスラエルは、依頼者側と代理懐胎者側にあ

る一定の条件（国籍、宗教、家族関係）を課し、

それを満たした場合にのみ代理懐胎を認めると

いう特殊な法律をもっている（「代理母契約（契

約承認及び子どもの地位）法
（注74）

」第2条）。

　アメリカでは、代理懐胎者や依頼者側に条件

を付けて、営利、非営利を問わず、代理懐胎

（契約）を認めている州法も存在する。アーカ

ンソー州（州法第9-10-201条）、イリノイ州（州

法750ILCS.45/6条）、テネシー州（州法第36-1-

102条）、テキサス州（州法第160.754条）、ユタ

州（州法第78B-15-801条）、ウェストヴァージ

ニア州（州法第48-22-803条）などがそれに相当

する。

（4）罰則

　代理懐胎に関して、罰則を設けている法律

と特に設けていない法律がある。例えば、ド

イツの「胚保護法」（第1条第1項）では、代理懐

胎を実施した医師、斡旋者は3年以下の自由刑

又は罰金を科される。フランスの「刑法典
（注75）

」（第

227-12条）では、斡旋者に対する処罰（常習、

営利の場合は2倍の刑）が規定されている。ヨー

ロッパでは、代理懐胎者や依頼者を処罰対象

から除外しているケースが多いが、アメリカや

オーストラリアの州法には、処罰対象者に代理

懐胎者、依頼者も含んでいるものがある。ニュー

ヨーク州では、有償の契約の場合、代理懐胎者

の夫や遺伝上の父母（配偶子提供者）にまで刑

罰が及ぶとされている（州法第123条第2項第a

号）。

　

Ⅴ　子どもの出自を知る権利

1　日本の現況

　厚労省生殖補助医療部会において議論の最大

のテーマの一つとなったのは、「子どもの出自

を知る権利」である。2000年報告では、非配偶

者間生殖補助医療で生まれた子どもが配偶子提

供者の個人情報を知ることはアイデンティティ

の確立のために重要なことと考えられるとしな

がらも、①提供者のプライバシーが守れなくな

ること、②子どもと提供者の家族関係等へ悪影

響を与える等の弊害の発生が予想されること、

③配偶子・胚の提供数が減少するおそれがある

という観点から、個人の特定につながる配偶子

提供者の情報は開示しないこととした。

　一方、2003年報告では、①非配偶者間生殖補

助医療で生まれた子どもが提供者の個人情報を

知ることはアイデンティティの確立のために重

要なものであり、このような重要な権利が提供

者の意思によって左右され、提供者を特定する

ことができる子どもとできない子どもが生まれ

ることは適当ではない、②子どもが提供者の個

人情報を知りたいと望む意思を尊重する必要が

ある、③提供は提供者の自由意思によるもので

あり、特定されることを望まない者は提供者に

ならないことができる、④情報開示のために配

偶子・胚の提供数が減少しても、子どもの福祉

の観点からやむを得ない、といった理由から15

歳以上の子どもには個人を特定する情報にアク

セスすることを認めることとした。

　2008年の学術会議検討会では「出自を知る権

利」に関する本格的論議はされなかったが、最

終報告書では、「出自を知る権利は今後の重要

な検討課題であり、生まれる子の福祉を尊重

し、夫以外の精子による人工授精（AID）の場

合などについて十分に検討した上で、判断す

べきである
（注76）

。」としている。

　

2　海外における「子どもの出自を知る権利」

（1）配偶子提供者を特定する情報の開示

　非配偶者間生殖補助医療により生まれた子

どもが自らの遺伝上の親を求めて苦悩する問題

は、世界中でクローズアップされるようになり、
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「子どもの出自を知る権利」を法的にも保障し

ようとする動きは、先進国を中心に高まってい

る。いずれの国においても、「情報開示が進む

と配偶子の提供者が減少するのではないか」と

危惧する声と「子どもの出自を知る権利」を重

んじる意見が対立してきたが、現在は「生まれ

てくる子の福祉」を優先する考え方が主流にな

りつつある。

　世界で最初に配偶子提供者を特定する情報

の開示を認めたのは、スウェーデンの「人工授

精法
（注77）

」（その後の「遺伝的な一体性等に関する法

律」（第6章第5条、第7章第7条）である。その

他、ノルウェー（「ヒト・バイオテクノロジー

医療法」第2-7条）、フィンランド（「不妊治療法」

第23条）、オーストリア（「生殖医療法」第20条

第2項）、スイス（「生殖医療法」第27条）、イギ

リス（「ヒト受精・胚研究認可庁（提供者情報開

示）に関する規則
（注78）

」第2条第3項）、豪・ニュー

サウスウェールズ州（「生殖補助技術法」第37条

第1項）、ヴィクトリア州（「生殖補助治療法」第

59条
（注79）

）、ウェスタンオーストラリア州（「ヒト生

殖技術法
（注80）

」第49条第2d項）、ニュージーランド

（「ヒト生殖補助技術法」第50条第1項）などで

も提供者本人を特定する情報の開示が認められ

ている。

　情報開示の対象を子ども以外にも広げている

法律もある。ニュージーランドは、配偶子提供

者にも知る権利があり（「ヒト生殖補助技術法」

第60条、第61条）、子どもは同じ提供者から

生まれた兄弟姉妹の情報も得られる（同法第58

条）。豪・ニューサウスウェールズ州では、配

偶子提供者は子どもの情報に、また子どもと法

律上の親は提供者と同一提供者から生まれた子

どもの兄弟姉妹の情報に、アクセスする権利が

与えられている（「生殖補助技術法」第37条、第

38条、第39条）。ヴィクトリア州では、子ども、

法律上の親、配偶子提供者、子どもの子孫に対

して、情報が開示される。（「生殖補助治療法」

第58〜60条）。イギリスの「ヒト受精・胚研究

法（2008年
（注81）

）」は、子どもが配偶子提供者の情報

を得る権利（第31ZA条）に加えて、提供者には

子どもの情報を得る権利（第31ZD条）を、子ど

もには同じ提供者から生まれた兄弟姉妹の情報

を得る権利（第31ZE条）をそれぞれ認めている。

　

（2）配偶子提供者を特定する情報の条件付開示

　アイスランドの「人工生殖法」（第4条）では、

「ダブルトラック方式」という方式を採用した。

これは、配偶子提供者が匿名を求めるときは、

提供者の情報は開示されないが、提供者が匿名

を求めない場合は、子どもは提供者を特定する

情報にアクセスできるというものである。

　オランダ（「人工生殖提供者情報法
（注82）

」第3条第2

項）、カナダ（「ヒト生殖補助法」第18条第3項）

では、配偶子提供者の同意を条件に個人を特定

する情報を開示することが認められている。

（3）提供者を特定しない情報のみの開示

　配偶子提供者を特定する情報の開示は認めな

いが、その他の情報の開示を認めているのは、

スペイン（医学的情報と刑法上の理由によるも

の（「ヒト生殖補助技術法」第5条第5項））、ポ

ルトガル（遺伝的情報と近親婚を防止するため

の情報（「生殖補助医療法」第15条第2項））、ギ

リシア（医学的情報（「ヒト生殖補助医療法」第

1460条））、ハンガリー（出生日、性別、身体的

特徴、病歴など（「改正保健法」第171条、第172

条、第179条））、エストニア（身体的特徴、国籍、

学歴、婚姻状況など（「人工授精・胚保護法」第

27条、第28条））、豪・サウスオーストラリア州（個

人を特定しないその他のすべての情報（「生殖技

術（倫理的臨床実施要綱）に関する規則
（注83）

」第31条）

などである。

　香港（「ヒト生殖技術法」第33条第4項）と台

湾（「人工生殖法」第29条）では、子どもは成人

に達すると、婚姻しようとしている相手と血縁
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関係がある可能性があるのかどうかを当局に問

い合わせることができる。

（4）子どもへの全情報の非開示

　デンマーク（「人工生殖法」第14条第2項、「人

工生殖法に関する規則」第10条、第14条）、ベ

ルギー（「生殖補助医療及び余剰胚・配偶子利

用法」第22条、第57条）、フランス（「民法典」

第16-8条、「公衆衛生法典」第L1211-5条、第

L1241-6条、「刑法典」第511-10条）は、配偶子

提供者のプライバシー保護を重視し、現在、子

どもに対する情報開示を一切認めていない。

（5）情報開示の年齢

　個人を特定する情報の開示が認められる場合

の各国の年齢は、オーストリアが14歳、オラ

ンダ、豪・ウェスタンオーストラリア州は16歳、

ノルウェー、アイスランド、フィンランド、ス

イス、イギリス、豪・ニューサウスウェールズ

州、ヴィクトリア州、ニュージーランドが18歳、

スウェーデンは「十分な成熟に達したとき
（注84）

」と

なっている
（注85）

。

　なお、配偶子提供者の個人を特定しない情報

については、提供者を特定する情報の開示が認

められる年齢に達する前の子どもにアクセスを

認めている国もある。オランダは12歳以上16

歳未満（「人工生殖提供者情報法」第3条第1項

第b項）、ニュージーランドは18歳未満（「ヒト

生殖補助技術法」第50条第3項）の子どもに対

して、提供者を特定しない情報を開示している。

　豪・ヴィクトリア州では、18歳未満の子ども

が情報開示の申請をする場合、①親又は保護者

の同意があること、②カウンセリングを受ける

こと、などの条件を満たせば、提供者を特定す

る情報が開示されることになっている（「生殖

補助治療法」第59条第a項第 ii号）。

Ⅵ　海外の生殖補助医療法

　ヨーロッパ諸国を中心に先進国の多くは、

1980年代から90年代にかけて、生殖補助医療

に関する法律を整備し、2000年以降も各国で新

法、改正法が制定されている。

　東アジア諸国においても、生殖補助医療技術

の進展は著しく、近年、関連法規の立法作業が

進み、一部、立法化した国もある。

　国連をはじめとする国際機関では、直接、生

殖補助医療に言及する文書を発行することはほ

とんどないが、遺伝学や生命倫理に関する条約、

宣言、報告書などを出し、各国の生殖補助医療

規制に対して間接的な影響を及ぼしている。

1　国際機関

（1）国際連合（国連）

　国連の「子どもの権利条約」（1990年）の第7

条第1項によれば、「子どもは可能な限り、両親

を知り、両親によって育てられなければならな

い」とされ、第8条では、子どものアイデンティ

ティの尊重と保護について規定している。これ

らの条項は、生殖補助医療により出生した子ど

もの遺伝上の親を知る権利を主張するときに根

拠とされることが多い。

　1998年にユネスコ内に創設された国際生命倫

理委員会（International Bioethics Committee=IBC）

は、「ヒトゲノムと人権に関する世界宣言（ヒト

ゲノム宣言）」の草案を作成し、同宣言は1997年

にユネスコ総会で採択された。IBCは、2003年

に「着床前診断と生殖細胞系列への介入に関す

る報告書
（注86）

」を出した。その中で、生殖細胞系列

への介入は極力避けられるべきであり、着床前

診断は遺伝性疾患回避などの条件付で容認され

るとしている。

（2）欧州評議会（Council of Europe）

　「人権と基本的自由の保護のための条約」
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（1950年）の第12条では、「婚姻可能年齢に達し

た男女は、結婚し、家族をつくる権利を有する」

と定めている。この条項と差別を禁止する第14

条にもとづき、不妊治療は、婚姻関係、性別、

年齢などにかかわりなく、すべての者に利用可

能とされるべきであると主張する者もいる。

　「生物学及び医学の応用に関する人権及び人

間の尊厳の保護のための条約（生命倫理条約）」

（1997年）と「同条約追加議定書」（2005年）は、

生物医学の分野では非常に重要なものである

が、まだ多くの国が批准していない。「生命倫

理条約」では、発症前遺伝子診断（第12条）、ヒ

トゲノムへの介入（第13条）、性選択（第14条）

に対する各規制、人体を対象にした金銭的利益

発生の禁止（第21条）などが規定されている。

（3）欧州連合（EU）

　2000年に署名・宣言された「欧州基本権憲章」

には、個人の一体性（integrity）の尊重、イン

フォームド・コンセントの要件、人間の選別禁

止、人体を対象にした経済的利益搾取の禁止、

生殖クローニングの禁止などの生物医学にかか

わる条項が含まれている。

　EUの発した多くの指令（directive）や文書の

中で、最も生殖補助医療とかかわりが深いもの

の一つに「2004/23/EC指令
（注87）

」がある。これは、

2004年に採択された、ヒトの組織と細胞の提供、

採取、検査、加工、保存、保管、分配のための

品質と安全性の基準の設定に関する欧州議会と

欧州理事会の指令で、「組織に関する指令（Tissue 

Directive）」と呼ばれる。ここでは、ヒトの組織・

細胞は、自発的かつ無報酬で提供すること、組

織・細胞は追跡可能とすること、データはコー

ド化し、使用後は30年以上保存することなどが

規定されている。また、同指令では、組織・細

胞の提供やデータのアクセスの際はドナー及び

レシピエント（配偶子を受け取る者）の匿名性が

守られることが義務付けられている。

2　ヨーロッパ諸国

（1）スウェーデン

　スウェーデンにおける生殖補助医療関連法に

は、1984年の「人工授精法」、1988年の「体外受

精法
（注88）

」、1991年の「ヒト卵子研究・治療目的取り

扱い法
（注89）

」がある。その他、社会庁は生殖補助医

療と遺伝学に関する複数のガイドラインを出し

ている。2006年には、遺伝子検査、遺伝情報、

遺伝子診断などを規制する「遺伝的な一体性等

に関する法律」が制定され、上記の三法はこの

法律に組み込まれた。

　スウェーデンの「人工授精法」と「体外受精法」

では、非配偶者間の生殖補助医療を、事実婚を

含む異性カップルに対する非配偶者間人工授精

（AID）のみに限定していたが、2002年に「体外受

精法」が改正され、提供精子あるいは提供卵子

のどちらか一方を使用した体外受精が認められ

るようになり、さらに2005年には「人工授精法」、

「体外受精法」の両法の改正により、女性カップ

ルへの精子提供も認められることになった。

　着床前診断については、1995年に議会が作成

したガイドラインにもとづき、限定的に実施さ

れてきたが、「医療倫理に関するスウェーデン国

家委員会」がより容認的な意見書を出したため、

着床前診断の実施は緩和される方向である
（注90）

。

　胚性幹細胞（ES細胞）は、体外受精の余剰胚

から作成されることが可能で、ES細胞の研究

は認められている
（注91）

。

　スウェーデンでは従来、卵子提供が禁止さ

れていたため、借り腹型の代理懐胎は不可能で

あったが、2002年の「体外受精法」改正により

卵子提供が認められるようになったのに伴い、

同年、「親法典」を改正し、「子どもを出産した女

性を母親とみなす」という条文を追加し、代理

懐胎を阻止しようとしている。

　「子どもの出自を知る権利」は、「人工授精法」

の施行以来、「十分な成熟に達した」子どもに対

して認められている。
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（2）ノルウェー

　ノルウェーの生殖補助医療法としては、最

初に「人工生殖法
（注92）

」（1987年）が制定され、その

後「バイオテクノロジー医療法
（注93）

」（1994年）と「ヒ

ト・バイオテクノロジー医療法」（2003年）が制

定された（1987年法と1994年法は廃止）。1987

年法で認められていた生殖補助医療は、法律婚

カップルに対する非配偶者間人工授精（AID）の

みだったが、1994年法により事実婚カップルに

対する治療が認められるようになった。胚保存

期間も12か月から3年間に延長され、着床前診

断も容認された。2003年法では、さらに制限が

緩和され、体外受精における精子提供が認めら

れた。しかし、2003年法でも卵子・胚の提供は

禁止されたままである。

　着床前診断については、1994年法が「治療法

のない重篤な遺伝性疾患」があることを条件に

していたが、2003年法では「治療法のない重篤

な伴性遺伝性疾患
（注94）

がある場合」と変更されたた

め、伴性遺伝ではない遺伝病には、着床前診断

は使用できないことになった。

　ES細胞を含む胚研究は、2003年法により禁

止されている。

　「子どもの出自を知る権利」に関しては、「ヒ

ト・バイオテクノロジー医療法」が2005年1月

から施行され、同法により、配偶子提供者の匿

名制が廃止され、子どもは18歳に達した時点

で、提供者の個人を特定する情報を知る権利を

有することになった。

　

（3）アイスランド

　アイスランドでは、1990年代初めまで、体外

受精は実施されず、不妊患者はイギリスに渡っ

て治療を受けることが多かった。

　生殖補助医療法の立法の検討に先立ち、1992

年に「子ども法」が改正され、生殖補助医療を

利用した不妊治療をした場合、それに同意した

夫を法律上の父親とみなすことが定められた。

同年、政府内に生殖補助医療委員会が設置され、

1995年に同委員会での討議が終了した後、保健

省が「人工生殖法案」を提出し、1996年5月に「人

工生殖法」が制定された。アイスランドには生

殖補助医療に否定的なキリスト教系の政党が存

在しないため、議会では、法案をめぐって、特

に激しい意見の応酬もなかった。また、クロー

ンや代理懐胎などについては、すでにコンセン

サスができていたため、すんなりと禁止の方向

で意見がまとまった。かろうじて、議論になっ

たのは、配偶子提供者匿名制の問題であった。

その結果、アイスランドでは「ダブルトラック

方式」という方法が採用され、配偶子提供者が

匿名を要求するか否かで、子どもへの情報開示

が決まることになっている。

　「人工生殖法」は、2006年と2008年（4月、6月）

に改正され、名称は「人工生殖及び幹細胞研究

のためのヒト配偶子・胚利用法
（注95）

」に変更された。

主な改正点は、単身者と女性カップルも生殖補

助医療の治療対象者に加えたこと、もう一つは、

胚研究に関する条文を全面的に書き換えたこと

である。特に2008年4月の改正により、1996年

法にはなかった幹細胞に関する規定が入り、生

命倫理委員会の認可にもとづき、余剰胚から幹

細胞を作成することが認められるようになっ

た。

　

（4）デンマーク

　デンマークにおける生殖補助医療を規制する

法規は、1997年の「人工生殖法」と各種のガイ

ドラインである。2002年の「子ども法」の中に

も生殖補助医療にかかわる親子関係に関する規

定がいくつか含まれている。

　デンマークでは、「人工生殖法」の制定以前は、

ほとんどの生殖補助医療が可能であった。「人

工生殖法」により、胚提供、代理懐胎は禁止され、

45歳以上の女性、単身者、女性カップルへの治

療も認められなくなった。
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　「人工生殖法」制定以後も、治療対象者（特に

単身者、女性カップル）の拡大と配偶子の提供

者匿名制をめぐって、国家倫理審議会や議会を

はじめ、国中で論争が続いていたが、2006年の

法改正により、治療対象者を既婚女性に限定し

ていた条項が廃止され、単身者・女性カップル

が生殖補助医療を受けることが容認された。

　着床前診断については、重篤な遺伝性疾患の

場合、倫理委員会で許可された研究プロトコル

にしたがって認められる
（注96）

。ES細胞の研究は認

められ、カップルからインフォームド・コンセ

ントを得たのち、倫理的条件をクリアした体外

受精治療の余剰胚から作成することが認められ

ている
（注97）

。

　デンマークでは「子どもの出自を知る権利」

は認められていない。ただし、近年、国家倫理

審議会などにおいて、配偶子提供者の匿名原則

を廃止してもいいのではないかという意見が多

数を占めるようになっているという
（注98）

。

（5）フィンランド

　不妊治療については、フィンランドは北欧で

最も寛容な国である。単身者や女性カップルに

対する治療も容認されており、他の北欧諸国で

は全面禁止されている代理懐胎も実施されてい

た。

　1980年代から、生殖補助医療関連の法案がい

くつも提出され、20年間議論が続けられてきた

が、政府による法規制を嫌う医師会の強力な反

対が壁となり、フィンランドでの立法は北欧の

中で最も遅れていた。

　1987年に法務省に作業グループができ、1988

年に報告書が出された。そこでは、治療対象は

法律婚・事実婚のカップルに限定すること、18

歳以上の子どもは「出自を知る権利」を得るこ

となどが提案された。1990年の報告書では、「出

自を知る権利」は一旦否定され、1997年報告書

では、提供者の同意があるという条件付きで、

再び、「出自を知る権利」は認められた。代理懐

胎に関しては、1997年報告書では、限定的に認

められたが、専門家の間では「北欧の中でフィ

ンランドだけが代理懐胎を認めれば、生殖ツー

リズムのマーケットにされる恐れがある」とい

う反対論が出て、1998年報告書では、代理懐胎

禁止とされた。単身者・女性カップルへの治療

容認問題についても二転三転し、2002年報告書

では、治療対象者は異性カップルに限定すると

いう結論が出たが、2006年に提出された法案で

は、一転して単身者を含む全女性が治療対象者

として認められることになった。

　2006年10月、フィンランド議会は、①「子ど

もの出自を知る権利」容認、②単身者を含む全

女性に対する治療容認、③代理懐胎禁止を骨子

とする「不妊治療法」を可決した。

　

（6）ドイツ

　ドイツの生殖補助医療は、1990年の「胚保護

法」によって規制されている。「胚保護法」は、

第三者への卵子提供を禁止し、女性への胚移植

は一周期につき、3個以内に制限している。卵

子の由来する女性の妊娠以外の目的のために、

当該卵子を人工的に受精させることは禁止され

ている。

　代理懐胎は、「胚保護法」と1989年の「養子斡

旋及び代理母斡旋禁止法
（注99）

」によって禁止されて

いるが、1997年に「民法典
（注100）

」が改正され、分娩

者を母親と定める規定（第1591条）が導入され

たため、代理懐胎禁止の原則がさらに強化され

た。

　ドイツ医師会のガイドラインは、「胚保護法」

とならんで、ドイツの生殖補助医療を厳格に規

制している。原則的には、治療は法律婚カップ

ルに限定されるが、事実婚カップルへの治療は

医師が承認した場合、認められるようになった
（注101）

。

　胚研究と研究目的でES細胞を作成すること

は禁止されているが、2002年の「幹細胞法
（注102）

」に
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より、一定条件の下での幹細胞輸入が認められ

るようになった。

　「出自を知る権利」に関しては、ドイツには精

子提供者の情報開示に関する法的規定はない。

しかし、自然生殖で生まれた子どもの「出自を

知る権利」は判例上、認められており（1989年1

月31日連邦憲法裁判所判決など）、非配偶者間

人工授精（AID）によって生まれた子どもの精子

提供者を知る権利にも及ぶとする考え方が一般

的である。

　昨今は、「胚保護法」制定後の生殖補助医療技

術の進展に対応するため、包括的な「生殖補助

医療法」を立法しようとする動きがあり、関係

機関で作業が進行中である。新しい生殖補助医

療法の制定に当たって、議論の中心になると思

われるものは、①卵子、胚の提供は認められる

か、②事実婚カップルや単身者、同性カップル

にまで治療範囲を拡大するべきか、③着床前診

断、遺伝子検査は、認められるか、④ES細胞

の作成と利用の是非はどうするか、などの諸問

題である
（注103）

。

（7）オーストリア

　オーストリアの生殖補助医療を規制している

1992年の「生殖医療法」と民法は、ドイツと並

んで、非常に抑制的な内容のものとして知られ

る。「生殖医療法」では、生殖医療は、生殖を目

的とした安定した異性カップル（事実婚を含む）

での間でのみ認められるものとされている。卵

子や胚は、由来する女性にのみ使用され、その

他の目的では使用されない。非配偶者間人工授

精（AID）による精子の提供を除いて、配偶子と

胚の提供は、明確に禁止されている。精子提供

者1人が提供できるのは、3組のカップルまで

である。

　AIDで出生した14才以上の子どもは、提供者

を特定する情報を得る権利が認められている。

　現時点では、着床前診断は許可されていない

が、2004年7月の国家倫理委員会において、重

篤な遺伝性疾患の検査などの特別なケースに限

り、着床前診断は認められてもよいという意見

が出されている。

　なお、「生殖医療法」は2004年に一部改正され

た。主な改正点は、①不妊治療だけではなく、

カップル間の感染症の感染回避も生殖補助医療

の実施目的に加えること、②施術に関するカッ

プルの同意は1年以内のものとする、③精子、

卵子、又は発生能力のある細胞の保存期間は従

来1年間だったが、それが由来する者の保存意

思の撤回又は死亡までに延長すること（ただし

発生能力のある細胞については、最長10年間

まで）、④精子、卵子、発生能力のある細胞な

どは、以前は移管不可であったが、一定の医療

施設又は専門産科医に対してであれば、本人の

同意があることを条件に移管が認められように

なったこと、などである
（注104）

。

（8）スイス

　1998年の「生殖医療法」は2001年に施行され、

同法がスイスにおける生殖補助医療の実施条件

を規定している。

　スイスの生殖補助医療は、子どもの福祉が保

障される場合に限り、実施されることが第一原

則とされ、生殖補助医療を受けることができる

対象者は、民法上の親子関係が確立できるカッ

プルであること、子どもが成人に達するまで監

護・教育が可能であることが要件とされ、精子

提供を伴う施術は、法律婚カップルに限定され

る。卵子、胚の提供は禁止される。1人の精子

提供者から出生する子どもの数は8人までとさ

れている。多胎妊娠の防止のため、女性への

胚移植は一周期につき3個以内に制限されてい

る。

　生殖補助医療技術の実施には、認可が必要で

ある。認可を有する者には報告義務があり、州

はそれらの活動を定期的に査察しなければなら
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ない。

　精子提供者のデータは連邦身分登録局に収集

され、18歳に達した子どもは、これらの情報に

アクセスすることが可能である。

　スイスでは着床前診断は禁止されているが、

連邦議会の委員会は政府に対して、着床前診断

禁止政策の見直しをすべきかどうかの検討をす

るように求めた。

　2004年に「幹細胞研究法
（注105）

」が制定され、これ

により余剰胚からES細胞を作成し、利用する

ことが認められた。

（9）オランダ

　オランダには、生殖補助医療を規制するいく

つかの法律と行政命令がある。

　体外受精は、1997年の「特別医療行為法
（注106）

」に

もとづく省令で決められた13の体外受精セン

ターにおいて、オランダ産科婦人科学会のガイ

ドラインにしたがって、実施されることになっ

ている。

　1993年の「商業的代理母法」では、営利によ

る斡旋、広告は禁止されるが、非商業的な代理

懐胎は容認されている。

　2002年の「胚法」は、患者自身の妊娠に使用

されない配偶子、胚の利用（第三者の妊娠のた

めの利用、医学的研究目的の利用）に際しての

配偶子、胚の取り扱いについて規定している。

また、同法は、生殖クローニング、キメラ、ハ

イブリッドの作成、性選択などを禁止している。

不妊、生殖補助医療、遺伝性疾患、移植の分野

における知識増進のための研究を除き、研究目

的のみの胚創出は禁止されている。

　オランダでは2002年の「人工生殖提供者情報

法」により、配偶子の提供者匿名制は廃止され、

16歳以上の子どもに対する「出自を知る権利」

が認められることになった。子どもが提供者の

情報を得るため「人工生殖提供者情報財団
（注107）

」に

申請した場合、同財団が提供者に情報開示につ

いて問い合わせる。もし、提供者が開示に反対

した場合、同財団がその可否を判定するが、開

示すべきではないという強力な論拠が示されな

い限り、子どもの希望が優先されることになっ

ている。

（10）ベルギー

　ベルギーの生殖補助医療は、高度な先進的技

術をもち、患者を広範に受け入れることで世界

的に知られている。長い間、生殖補助医療法が

存在しなかったため、医師会の職業規則、倫理

規則が不妊治療の医療機関を規制していた。

　2003年に制定された「胚研究法
（注108）

」では、胚研

究実施における条件（目的、場所、期間など）

と禁止事項（研究目的の胚創出、キメラ、ハイ

ブリッドの作成、優生学的目的の研究・治療、

性選択、生殖クローニング）などが定められた。

　2007年3月に、ベルギーで初めての生殖補助

医療法である「生殖補助医療及び余剰胚・配偶

子利用法」が制定された。この法律では、生殖

に使用されなかった余剰胚の処理については、

胚の由来者の自己決定によるものとされ、研究

用としての提供、第三者の生殖用としての提供、

あるいは廃棄という三種類の中から選択でき

る。胚の凍結保存期間は最大で5年間、配偶子

は10年間である。第三者への提供は無償・匿

名で行われなければならず、優生学的目的での

胚提供は禁止される。1人の提供者から配偶子

が提供されるのは、最大6人の女性までである。

生殖補助医療の治療の請求は、45歳未満の女性

まで可能だが、治療が実施されるのは、47歳未

満までの女性に限定される。

　死後生殖は、事前同意があり、夫の死後6か

月後から2年後までの間ならば、認められる。

　ベルギーにおいても最大の問題になり、長い

間議論されてきたのは、配偶子提供者の匿名制

の問題である。2007年法では、匿名による提供

が原則になったが、「ドナーとレシピエントの
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同意があれば、非匿名による提供も認められる」

という条文も入った。そこには、ベルギーでの

卵子提供者のほとんどが姉妹又は友人であると

いう事情が反映されている可能性もある。「非

匿名による提供」は容認されたが、「子どもの出

自を知る権利」が明文で認められたわけではな

い。

　なお、2007年法は代理懐胎については、何も

言及していないため、ベルギーでは当面、これ

まで通り、法律による規制がないまま、代理懐

胎の実施は継続されると思われる。

（11）フランス

　フランスでは、1994年に生命補助医療を含む

生命倫理全般を規制する「生命倫理法」が制定

された。「生命倫理法」は、「公衆衛生法典」、「民

法典」、「刑法典」の改正という形をとり、「人体

尊重法」、「移植・生殖法」、「記名データ法」の三

つ（あるいは、「研究対象者保護法」を加えて四

つ）の法律から成る。このうち生殖補助医療に

関わるのは「人体尊重法」と「移植・生殖法」の

二法である
（注109）

。

　1994年法によって改正された「公衆衛生法

典」では、生殖補助医療を受ける対象者は、法

律婚または事実婚の異性カップルであり、事実

婚の場合、2年以上の共同生活をしていること

が要件になる。また、両名が生存中で、生殖年

齢にあることも条件になっている。つまり、生

殖年齢を過ぎた者、単身者、同性カップルは排

除され、死後生殖は禁止される。使用される配

偶子の一方は、カップルのうち一方のものでな

ければならないが、例外的に他のカップルの余

剰胚を利用することはできる。代理懐胎、治療・

生殖クローニングは認められていない。着床前

診断は原則禁止である。

　2004年に「生命倫理法」は一部改正された
（注110）

。

改正点の主なものは、①1人の配偶子提供者

から出生する子どもの数の制限を5人から10

人に変更、②治療・生殖クローニング禁止の

明記、③胚研究の原則禁止と例外的容認（余

剰胚利用など）、④「生物医学庁」（Agence de la 

Biomédecine）の設置、⑤着床前診断の一定条件

下での容認など、である
（注111）

。

　特に生物医学庁の果たす役割は重要であり、

生殖補助医療、着床前診断・遺伝子診断、胚研究、

臓器・組織・細胞移植などの生物医学全般にわ

たる管理監督をこの機関が担うことになる。

　代理懐胎が禁止されているフランスで2008年

にそれを揺るがすような大きな動きがあった。

フランスでは、「生命倫理法（人体尊重法）」に

よって、代理懐胎契約は無効であり、斡旋者は

処罰されることになっている。しかし、アメリ

カで代理懐胎を実施したメネッソン（Menesson）

夫妻を子どもの親として出生届に記載すること

を認める判決をパリ控訴院が下したのである。

この「メネッソン判決」（2007年10月）をきっか

けに、フランスでも代理懐胎解禁の動きが出て

きた。同年12月には、上院に調査検討委員会が

設置され、2008年6月に報告書が出された。そ

れによれば、依頼者、代理懐胎者は一定の条件

をクリアし、生物医学庁内の委員会での許可を

得ることが求められること、仲介者は生物医学

庁が認可した非営利の者のみ容認され、広告は

禁止されること、などが代理懐胎実施の要件と

された。報告書の公表後、フランス国内では、

賛否両論が噴出している。2004年の「生命倫理

法」は2010年に再改正が予定されているが、そ

れに向けて、代理懐胎容認論が新しい法案にど

う反映されるか、注目されている
（注112）

。

　「子どもの出自を知る権利」については、1994

年の「生命倫理法」の審議において、議論になり、

賛否両論の意見が提出されたが
（注113）

、結局、1994年

法では匿名制原則が守られた。2004年の「生命

倫理法」でも匿名制維持は継続されたが、2010

年の改正に向けての議論において、情報開示へ

の動きも見られるようになった。フランスでは、
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「養子・国家後見子の出自へのアクセスに関す

る2002年1月22日の法律」により匿名出産
（注114）

で生

まれた子どもが遺伝上の母親について、個人を

特定する情報を知る権利が条件付きながら認め

られようになった。そうしたことも影響して、

生殖補助医療でも、「子どもの出自を知る権利」

がある程度、認められる方向に変わるのではな

いかという予測がなされている
（注115）

。

（12）イタリア

　イタリアでは、1984年に人工生殖に関する

国家委員会（サントスオッソ（Santosuosso）委員

会）が設置された。翌年の1985年には、「胚研究

の禁止」や「体外受精は法律婚カップルに限定」

といった生殖補助技術に対するかなり抑制的な

内容の報告書が発表された。しかし、その後長

期にわたって、生殖補助医療を規制する法律が

何も制定されなかったため、イタリアはあらゆ

る技術の実験場のようになり、生殖ツーリズム

の的にもされてきた。代理懐胎、死後生殖、閉

経後の高齢女性の出産の実施が相次ぎ、国内の

マスコミはそのたびにセンセーショナルな報道

をしてきた。1995年に妻の死後に凍結受精卵

を夫の妹に移植して、代理懐胎した事件が契機

になり、医師会がガイドラインを設けた。1997

年のクローン羊ドリーの誕生はイタリアにも衝

撃を与え、政府はクローン禁止の省令を出し、

ようやく生殖補助医療を規制する法案作成に取

りかかることになった
（注116）

。議会での法案審議中も、

クローン人間作成を宣言する医師が出現するな

ど、現場の混乱状況は続いていた。1998年に法

案が下院に提出されたあと、審議、廃案、修正

案再提出などを経て、2004年にイタリアで初め

ての生殖補助医療法が制定された。

　最終的には、中道右派とカトリック派が中心

になってつくられた法案が採用されたため、イ

タリアの生殖補助医療法は、ヨーロッパで最も

抑制的な法律となった。配偶子と胚の提供はす

べて禁止され、それらの凍結保存も同様に禁止

された。一周期内で移植される卵子は3個まで

とされる。

　代理懐胎、生殖及び研究目的のヒト・クロー

ニング、研究目的の胚創出、胚研究、着床前診

断なども禁止された。

　イタリア国内で生殖補助医療を受けることが

できなくなった不妊カップルは外国に行かなけ

ればならなくなった。

　2005年春には、同法の改正を求めて、国民投

票が行われたが、改正のための必要票数に達し

なかったため、要求は否決された。それ以後も、

同法をめぐる国民的議論が続き、全面改正はと

もかく、将来的には、漸進的な改革が行われる

可能性は残されている。

（13）スペイン

　スペインは、生殖補助医療と胚、胎児、そ

の細胞、組織、臓器の提供、使用に関する法律

である「生殖補助技術法
（注117）

」を1988年に制定した。

同法は、2003年に改正され、2006年に新しく「ヒ

ト生殖補助技術法」が制定された（1988年法は

廃止）。

　カトリック国家であるにもかかわらず、スペ

インの生殖補助医療法の内容はかなりリベラル

なものである。基本的には、単身者、同性カッ

プルを排除する条項もなく、すべての女性が生

殖補助医療の治療を受けることが可能であり、

あらゆる配偶子及び胚の提供を禁止していな

い。ただし、1人の配偶子提供者から出生する

子どもの数は、6人までに限定されている。

　寛容な生殖補助医療政策を取っているため、

スペインは生殖ツーリズムの的になってきた

が、技術的には決して先進地というわけではな

く、実際利用できる技術は限定されている。

　スペインは、条件付きで死後生殖を認めてい

る。着床前診断も認められている。

　代理懐胎については、契約無効としている。
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　配偶子提供は、原則匿名制で行っており、子

どもの生命に危険が及ぶような例外的場合にの

み、配偶子提供者の情報の一部（医学的情報）

が開示されるが、身元が特定される情報は公開

されてはならないことになっている。

（14）ポルトガル

　これまで、ポルトガルにおける生殖補助医療

は、医師会の職業規則によって規制されてきた

が、2006年に、ようやく包括的な生殖補助医療

法が誕生した。

　新しい法律の規定によれば、生殖補助医療を

受けることができるのは、18歳以上の同居2年

以上の事実婚を含む異性カップルである。生殖

クローニング、性選択、キメラ、ハイブリッド

作成、着床前診断、研究目的の胚創出は禁止さ

れる。

　死後生殖については、使用されるものが精子

であるか胚であるかによって、扱いが変わる。

夫の死後、その精子を人工授精することは、た

とえ同意があっても認められないが、胚の場合

は、生前の同意書があれば、適正な熟慮期間が

経過した後、妻に移植することは認められる。

　代理懐胎は有償、無償にかかわらず、無効と

され、出産した女性が子どもの母親であるとさ

れた。

　「子どもの出自を知る権利」については、配偶

子提供者が特定される情報は開示されないが、

その他の遺伝的特徴に関する情報を得ることは

できる。

　また、同法により「国家生殖補助医療委員会」

が設置された。同委員会は、生殖補助医療全般

についての倫理的・社会的・法的助言を行うと

ともに、治療センターの管理・監督を行うなど、

ポルトガル国内の生殖補助医療の統括機関の役

割を果たす。

（15）ギリシア

　ギリシアでは、2002年の「ヒト生殖補助医療

法」で生殖補助医療の大枠が決められ、2005年

の「生殖補助医療適用法」が、さらに詳細な枠

組みをつくった。

　単身女性や事実婚カップルも、本人やパート

ナーの同意があれば、治療を受けることができ

る。ただし、年齢制限が設けられており、50歳

以上の女性は受けられない。移植される胚の数

も40歳未満の女性は3個まで、40歳以上の女性

は4個までと制限されている。

　ギリシアでは、死後生殖や非商業的代理懐胎

は条件付きで容認されている。

　独立機関である「生殖補助医療庁」がギリシ

ア国内の生殖補助医療を管理しており、同庁が

生殖補助医療の治療施設と配偶子の凍結バンク

の認可、監査を行っている。着床前診断や胚

研究も生殖補助医療庁の承認が必要とされてい

る。

（16）イギリス

　イギリスでは、1982年に政府内部に「ヒト受精・

胚研究調査委員会」（ワーノック（Warnock）委員

会）が設立され、2年間の審議の末、1984年に出

された報告書
（注118）

をもとに、1990年の「ヒト受精・胚

研究法
（注119）

」（Human Fertilisation and Embryology Act 

1990.以下「HFE法」という）が制定された。同

法は、クローンやキメラ、ハイブリッドの作成

を禁止するなど配偶子と胚にかかわる一定の

行為を禁止した。またHFE法の下には、認可

機関である「ヒト受精・胚研究認可庁」（Human 

Fertilisation and Embryology Authority 以下「認可

庁」という）が設置され、同庁が作成する詳細

な実施要綱（Code of Practice）にしたがい、非

配偶者間人工授精（AID）や体外受精、着床前診

断などの生殖補助医療技術が実施されている。

　ワーノック委員会での議論は、代理懐胎にお

いて特に鋭く対立した。代理懐胎そのものに否
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定的な立場から「非営利の者も含めて代理懐胎

斡旋機関を非合法とすべきである」とする多数

派と、代理懐胎を最後の手段として容認し、「非

営利の斡旋機関は認めるべきだ」とする少数派

の意見に分かれた。報告書は多数派意見を採用

し、①非営利のものも含めて代理懐胎斡旋機関

を設立、運営することは禁止、②代理懐胎に意

図的に関与した医師などの専門家の行為も犯罪

とすること、③代理懐胎契約は法的に効力のな

い契約であり、裁判所においても強行しえない

ものであること、といった内容の法律を制定す

るように勧告した
（注120）

。

　ワーノック委員会の報告書が提出された直

後、コットン（Cotton）事件が起きた。アメリ

カの斡旋業者がキム・コットン（Kim Cotton）と

いうイギリス人女性を代理懐胎者として雇い、

1年後、彼女は1児を出産して、依頼したアメ

リカ人夫婦に引き渡した。この事件はイギリス

社会に「モラル・パニック」を引き起こし、議

会は急きょ「代理懐胎取決め法」（1985年）を制

定した。「代理懐胎取決め法」の第2条では、営

利目的での斡旋仲介業の禁止、第3条では、代

理懐胎に関する広告が制限されている。イギ

リスでは、代理懐胎者への利益供与は営利とは

みなされず、禁止事項にはなっていない。その

後、1990年に制定されたHFE法第27条では「分

娩者＝母ルール」が採用された。この規定にし

たがえば、代理懐胎者が母親になってしまうた

め、第30条により、依頼者夫婦を親とするた

めの条件を付した。夫婦の一方又は両方の配偶

子が使用されていること、夫婦は法律婚である

こと
（注121）

、子どもの出生から6か月以内に申請する

こと、子どもと同居していること、親決定等に

からんで金銭の授受がないことなどの諸条件を

満たせば、裁判所は依頼者夫婦を子どもの親で

あると決定できる。また第36条では、ワーノッ

ク委員会報告書には盛り込まれたものの、「代

理懐胎取決め法」では規定されなかった代理懐

胎取決めの非強行性が明記された。

　HFE法は、これまでも数度にわたって改正さ

れているが、近年においても重要な部分での改

正がなされている。

　制定当初のHFE法（1990年）は、死後生殖で

生まれた子どもと夫の父子関係を認めていな

かった。しかし、交通事故死した夫の精子を使

い、ベルギーで人工授精して子どもを出産した

ダイアン・ブラッド（Diane Blood）夫人の事件

が契機になり、HFE法は、「ヒト受精・胚研究（死

亡した父親）法」により2003年に改正された。

改正後は、夫の生前同意書及び母親の申請等が

あれば、夫を父として登録できるようになった

が、相続権などは依然として認められていない。

また、その後制定された2008年HFE法（後述）

により、第三者の提供精子を使用した場合も、

夫の生前同意により夫が父親とみなされること

が可能となった。

　2004年には、「子どもの出自を知る権利」を認

める「ヒト受精・胚研究認可庁（提供者情報開示）

に関する規則」が定められた。1990年HFE法で

は、子どもが生殖補助医療で生まれたか否か、

そして生まれた事実が判明した場合、「規則」で

定められた範囲で提供者に関する情報を認可庁

に要求することができた。しかし2004年まで

は、その規則が制定されなかったため、18歳以

上の子どもにとって認められていたのは、自分

自身が非配偶者間生殖補助医療によって生まれ

たのか否かを問い合わせる権利のみであった。

また未成年（18歳未満）であっても結婚する予

定のある者は、（16歳以上の場合、）婚姻する相

手と血縁関係にある可能性があるか否かの情報

を請求することはできる。1990年HFE法制定

後も「子どもの出自を知る権利」に関する議論

は続けられ、2004年6月の「ヒト受精・胚研究

認可庁（提供者情報開示）に関する規則」（第2条

第3項）によって、ついに提供者個人を特定す

る情報も開示情報の範囲に含まれるようになっ
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た。

　イギリスでも、他の先進諸国と同様、生殖補

助医療の治療対象者を法的に制限すべきかどう

かという問題は、ワーノック委員会報告書以

来、常に存在していた。HFE法にもとづき「子

どもの福祉（子どもにとっての父親の必要性）」

が重視されていたが、その原則も単身者や同性

カップルの「子どもをもつ権利」を主張する声

と対立するようになっていた。政府は、2004

年から1990年HFE法を改正する法律の検討を

開始し、2008年11月に2008年HFE法が制定さ

れた。保健省は、主な改正点として、①体外に

あるすべてのヒト胚は確実に法規にしたがって

扱われること、②ヒトと動物の混合によって作

成された混合胚の規制を確実に実施すること、

③重篤な疾病を回避するなどの医学的目的以外

の性選択を禁止すること、④同性カップルが配

偶子提供型の生殖補助医療を受けることを公認

すること、⑤「子どもの福祉」を考慮する義務

は維持しつつも、「父親の必要性」を「支援的な

親（supportive parenting）の必要性」に置き換え

ること、⑥不妊治療の追跡調査を可能にするた

め、認可庁の収集データの使用制限を改めるこ

と、を挙げている
（注122）

。④、⑤により、単身者や同

性カップルが生殖補助医療を受ける権利がより

拡大された。

3　北米

（1）カナダ

　1989年、連邦政府によって、新しい生殖技

術に関する王立委員会が設立され、生殖補助医

療法の立法作業が開始された。1993年に報告

書“Proceed with CARE”が発表され、1996年に

は、「ヒト生殖・遺伝技術法案（C-47）」が提出さ

れたが、この法案の審議は連邦議会の選挙のた

め中断し、その後、廃案になった。2002年に、

C-47法案よりも包括的な新しい法案（C-13）が

提出され、2004年に「ヒト生殖補助法」（Assisted 

Human Reproduction Act 2004. 以下「AHR法」と

いう）として制定された。

　AHR法では、研究目的の胚の創出、遺伝子改

変、生殖クローニング、キメラ、ハイブリッド

の作成、性選択は禁止される。また、商業的代

理懐胎、配偶子・胚の売買も禁止となる。胚研

究については、ES細胞を含め、余剰胚を使用

したものならば、認められる。死後生殖は、配

偶子の提供者の同意書がある場合を除き、認め

られない。

　「子どもの出自を知る権利」については、議論

が分かれた。カナダ養子協会の働きかけもあり、

法案提出の段階では、配偶子提供者を特定する

情報を開示する案も提示されたが
（注123）

、最終的には、

「提供者の同意書がある場合を除き、提供者を

特定する情報は開示されてはならない」という

条文におさまり、「子どもの出自を知る権利」を

明確に認めることは避けられた。

　また、AHR法は、「カナダ・ヒト生殖補助庁」

（Assisted Human Reproduction Agency of Canada）

の設置を定めた。生殖補助医療に関する認可、

監察、諮問活動などは同庁が行う。

（2）アメリカ

　アメリカでは、生殖補助医療を包括的に規

制する連邦レベルの法律は存在せず、アメリ

カ生殖補助医療学会（American Association of 

Reproductive Medicine）などの学会のガイドライ

ンや各州の州法、裁判所の判例などで対応して

いる。

　生殖補助医療で出生した子どもの親子関係に

ついては、「補助生殖により生まれた子どもの

地位に関する統一法
（注124）

」（1988年作成、2000年統

一親子関係法作成により廃止）や「統一親子関

係法
（注125）

」（2000年作成、2002年改正）などのモデル

法があり、これを採用している州もある。

　非配偶者間人工授精（AID）は、ほぼすべての

州で認められており、同意した夫が法律上の父
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親になると定めている州も多い。AIDの実施に

おいて、資格のある医師が関与することを要件

にしている州は、アラバマ州、コロラド州など

で、イリノイ州、インディアナ州などでは、配

偶子提供者に対する性感染症や遺伝性疾患の検

査を義務付けている。イリノイ州、カンザス州

などは、AIDを受けることができる対象を既婚

女性に限定している。

　提供卵子による体外受精について規定して

いる州はほとんどなく、わずかにフロリダ州、

ニューハンプシャー州などが州法で定めている

くらいである。

　アメリカでは、州法によって規定されている

のは、生殖補助医療の中でもAIDや代理懐胎に

限られており、体外受精については、何も規定

していない州の方が多いのが現状である。

　死後生殖に関しては、「補助生殖により生ま

れた子どもの地位に関する統一法」の第4条第

b項で「生殖補助医療により子どもが懐胎され

る以前に死亡した者は、子どもの親にはならな

い」と規定されていたが、「統一親子関係法」の

第707条では、死後生殖は原則認めないものの、

例外条件を付け、生殖補助医療により親となる

ことを記録上同意していれば、死後生殖でも親

となることができることとしている
（注126）

。

　代理懐胎については、「統一親子関係法」の

第8章が代理懐胎契約が有効になるための条件

（代理懐胎者となる女性が同意し、代理懐胎者

に夫がいる場合、その夫が同意していること、

配偶子提供者が親になる権利を放棄している

ことが契約書に示されていることなど（第80条

第a項））が満たされなければ、子どもの母親は

出産した女性（代理懐胎者）とするとしている。

一方、州法のレベルでは、多くの州が制定法を

もたず、判例などで親子決定を行っている。州

法により代理懐胎禁止または契約無効としてい

るのはアリゾナ州、コロンビア特別区、インディ

アナ州、ルイジアナ州、ミシガン州、ニューヨー

ク州、ノースダコタ州など、商業的代理懐胎の

みを禁止しているのはフロリダ州、ケンタッ

キー州、ネブラスカ州、ネヴァダ州、ニューハ

ンプシャー州、ワシントン州、ヴァージニア州

などである。このうち、コロンビア特別区、ミ

シガン州、ニューヨーク州、ワシントン州では、

違反者に対して罰金や自由刑を含む刑罰を科し

ている。代理懐胎を合法としているのはアーカ

ンソー州、イリノイ州、テネシー州、テキサス

州、ユタ州、ウェストヴァージニア州などであ

るが、その中には依頼者カップルを法律婚カッ

プルに限定するなどの一定の条件を契約容認の

前提としている州もある。

　「子どもの出自を知る権利」の検討という点

については、アメリカは他の先進諸国よりも遅

れている。アメリカでは、制定法、判例ともに、

配偶子提供者個人を特定する情報の開示を認め

るものはほとんどなく、養子の「出自を知る権

利」の規定が類推されている程度である。近年

では、個人の特定ができない限定的な情報なら

ば開示されてもよいのではないかという議論も

起きているという
（注127）

。

4　オセアニア

（1）オーストラリア

　連邦（Commonwealth）法としては、生殖補助

医療全般を規制する法は存在しない。ただし、

「家族法
（注128）

」を改正して、生殖補助医療で出生し

た子どもの親子関係を規定した条項が設けられ

ている。最近では、クローン、キメラ、ハイブリッ

ドなどの作成を禁止した「ヒト生殖クローニン

グ禁止法
（注129）

」（2002年）や胚研究を規制した「ヒト

胚を含む研究法
（注130）

」（2002年）などが制定されてい

る。

　実際の生殖補助医療を規制することになるの

は、各州の州法である。人工生殖に関連する親

子関係を規定した法律としては、「人工妊娠法
（注131）

」

（ニューサウスウェールズ州、クイーンズラン
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ド州、ウェスタンオーストラリア州）や「子ど

もの地位法
（注132）

」（タスマニア州、ヴィクトリア州）

などといった名称のものが各州で規定されてい

る。クイーンズランド州の「代理懐胎親子法」

（1988年）とタスマニア州の「代理懐胎契約法」

（1993年）は、文字通り、代理懐胎に特定した

規制法である。

　包括的な生殖補助医療法を持っているのは、

ニューサウスウェールズ州（「生殖補助技術法」

（2007年））、サウスオーストラリア州（「生殖技

術法
（注133）

」（1988年））、ヴィクトリア州（「不妊（医学

的処置）法
（注134）

」（1984年制定、1995年廃止）、「不妊

治療法
（注135）

」（1995年制定、2010年廃止）、「生殖補助

治療法」（2008年））、ウェスタンオーストラリ

ア州（「ヒト生殖技術法」（1991年））の4州であ

る。

　2007年に制定されたニューサウスウェール

ズ州の「生殖補助技術法」は、「子どもの出自を

知る権利」を認める条項のほか、死後生殖、代

理懐胎などに関する規定も盛り込まれた法律に

なっている。

　サウスオーストラリア州の「生殖技術法」は、

2009年に改正され、夫（事実婚含む）の生前同

意があり、生前に採取された精子を使用した場

合は、死後生殖が認められるようになった。

　ヴィクトリア州の「生殖補助治療法」は、

2008年に制定された。1995年の「不妊治療法」

では、治療対象者は事実婚を含める異性カップ

ルに限定し、死後生殖を禁止していたが、「生

殖補助治療法」は、単身者や同性カップルに対

する治療を容認し、条件付きで死後生殖を認め

るなど、「不妊治療法」に比べると、制限を一部

緩和している。一方、治療の実施や配偶子保存

などについての是非を判定する「患者審査委員

会」を新たに設置し、被施術者に性犯罪、暴力

犯罪の犯罪歴がある場合や児童虐待の可能性が

ある場合は治療を実施しないとする条項が加わ

るなど、厳格になった部分もある。

　ウェスタンオーストラリア州の「ヒト生殖技

術法」は、2004年の改正により、生殖補助医療

で出生した16歳以上の子どもに対して、配偶

子提供者を特定する情報を開示することを認め

た。

（2）ニュージーランド

　1996年に、「ヒト生殖補助技術法案」が議員

立法として提出され、約8年にわたる審議を経

て、2004年、「ヒト生殖補助技術法」（The Human 

Assisted Reproductive Technology Act　2004.以

下「HART法」という）が制定された。HART法

制定に伴い、「子どもの地位法」も改正された。

　HART法によって禁止されている行為は、生

殖クローニング、ハイブリッド作成、胚・配偶

子の10年以上の保存、性選択、16歳未満の未

成年者からの配偶子獲得、胚・配偶子の売買、

商業的代理懐胎などである。

　HART法では、「子どもの出自を知る権利」に

関する条項を以下のように定めている。配偶子・

胚の提供によって子どもが出生した場合、配偶

子提供者、提供により出生した子ども、子ども

の後見人の氏名、住所、性別などが登録される。

登録された情報へのアクセス権限があるのは、

提供者、18歳以上の子ども、子どもが18歳未

満の場合の子どもの後見人である。子どもが16

歳または17歳である場合でも、家庭裁判所の

許可があれば、アクセスすることができる。子

どもが入手することができる情報には、提供者

の氏名、性別、住所、生年月日のほか、身体的

特徴や宗教、文化的背景などが含まれる。また、

同じ提供者から生まれた子ども（子どもにとっ

て兄弟姉妹に当たる）に関する情報へのアクセ

スも可能である。提供者がマオリ族である場合、

出身部族に関する情報も得ることができる。
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4　東アジア諸国

（1）韓国

　韓国は「生命倫理法」を2003年に制定したが、

同法は、主に配偶子・胚の管理、利用方法や遺

伝子治療について定めたもので、その他の生殖

補助医療についてはほとんど触れていない。第

13条の「胚の作成」の部分で、わずかに、性選択、

死後生殖、精子・卵子売買の禁止について規定

しているのみである。

　実際の生殖補助医療は大韓医師協会や大韓産

婦人科学会のガイドラインに沿って行われてい

る。代理懐胎について言えば、医師協会の医師

倫理指針により、商業的代理懐胎は禁止となっ

ていたが、2006年に指針が改正され、禁止条項

は削除された。その背景には、代理懐胎契約に

おいて金銭のやり取りがあったかどうかを医師

が確認するのは困難であるということと、非商

業的代理懐胎ならば倫理的に許容されるという

誤解を招きかねないという問題があったためだ

と言われている
（注136）

。

　韓国では、ES細胞をめぐる黄禹錫教授の論

文捏造事件が契機となり、「生命倫理法」の改正

案と新たに「生殖細胞法案」が提出された。後

者は、生殖細胞の管理機関を設置するととも

に、生殖細胞提供の条件（生殖細胞売買の禁止、

配偶子提供者の条件など）を定めるというもの

だったが、2008年に廃案となった。一方、生命

倫理法改正は複数の改正案が出されていたが、

それが統一され、一部改正法として2008年6月

に公布された。

　代理懐胎の規制については、別途、議員立

法として二つの法案が2006年に提出されたが、

2008年に審議未了で両法とも廃案となった。

（2）中国

　法的規制としては、2001年に衛生部（＝中国

保健省）による省令である「ヒト生殖補助技術

管理規則」と「ヒト精子バンク管理規則
（注137）

」が定め

られ、それぞれの付属法令である「ヒト生殖補

助技術管理規範
（注138）

」、「ヒト精子バンク技術規範
（注139）

」

なども作成された。

　中国における生殖補助医療の実施は、法律婚

カップルに限定され、単身女性への施術は禁止

されている。配偶子や胚の提供はすべて認めら

れている。精子提供者は22歳から45歳までの

男性に限られ、提供回数は5回までに制限され

ている。

　「ヒト生殖補助技術管理規則」は、生殖補助

医療は医療機関において、医療として実施され

ること、国家の計画出産政策、倫理原則に適合

することを要件としている。また、同法におい

ては、配偶子・胚の売買、代理懐胎、性選択な

どが禁止されている。

（3）香港

　香港は、2000年に「ヒト生殖技術法」を制定

した。同法は、イギリスのHFE法をモデルに

したものと推定されるほど類似点が多い。胚研

究の規制、性選択の禁止、商業的代理懐胎の禁

止などを含む許容される生殖技術や胚の取り扱

い方、あるいは監督官庁の設立などに関する条

文は、明らかにHFE法を下敷にしているので

はないかと思われる。ただし、生殖補助医療の

対象者を法律婚カップルに限定しているところ

は、イギリスではなく、他の東アジア諸国と共

通している部分である。

　2002年には、イギリスの認可庁の実施要綱

（Code of Practice）に相当する「生殖科技及び胚

胎研究実務規則」が作成された。それによると、

配偶子・胚の保護期間は最大10年間である。

また、同規則は、イギリスの1990年HFE法と

同様、死亡後に精子を使用した場合、その男性

は死後生殖で生まれた子どもの父親とはみなさ

ないとしている。

　配偶子提供者を特定する情報の開示をめぐっ

ては、法案審議の過程で議論になったが、こ
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れは「子どもの出自を知る権利」の重視という

観点からではなく、緊急的な健康上の理由（例

えば、子どもの骨髄移植や遺伝性疾患発症の警

告のために遺伝上の親を知る必要がある場合な

ど）から、情報開示する必要があるか否かにつ

いて話し合われたものである
（注140）

。結果として、同

法では、一定の条件下での限定的な情報開示が

認められた。16歳以上の子どもは、自分が生

殖補助医療によって生まれた子どもであるか否

か、結婚予定の相手と近親関係にあるかないか

を問い合わせることができる。（ただし、この

場合も提供者を特定する情報は開示されない。）

（4）台湾

　台湾における生殖補助医療は、行政院衛生署

（＝台湾保健省）の省令である「人工生殖補助技

術管理規則
（注141）

」（1994年）によって規制され、胚提

供や代理懐胎、死後生殖などは禁止されていた。

　2007年に、行政令ではなく、議会による法

律としての生殖補助医療法である「人工生殖法」

が制定された。同法では、治療対象者を法律婚

カップルに限定し、生殖のための胚提供は認め

られず、精子、卵子一方の提供のみが認められ

た。研究目的の胚利用、無性生殖、性選択、死

後生殖、配偶子・胚売買は禁止される。生殖補

助医療で出生した子どもは、夫婦の嫡出子とみ

なされる。

　代理懐胎に関しては、「人工生殖法」の審議段

階で禁止する案と容認する案が複数回出され

たが、最終的には、「人工生殖法」とは、別の法

律で規定することになった
（注142）

。2009年11月現在、

準備されている代理懐胎法案は、代理懐胎を条

件付きで容認するものになっている。容認条件

の内容は、①依頼者は身体的理由で妊娠できな

い夫婦であること、②代理懐胎者は台湾人であ

り、20歳以上で出産経験があること、③代理懐

胎の実施に際しては、費用は支払われないこと

（無償原則）、などである
（注143）

。

　情報開示に関しては、生殖補助医療で出生し

た子どもが成人した後、近親結婚を回避するた

め、自分の結婚相手や養父母について、当局に

調査依頼することは可能となっている。その場

合、血縁関係の有無といった限定的な情報のみ

が開示される。

（5）ベトナム

　ベトナムでは2003年に「クローン・代理懐胎

禁止令」が施行され、代理懐胎は禁止された。

同法は、体外受精などの一般的な生殖補助医療

は認めているが、配偶子や胚を外国人に対して

提供することと外国人から受領することを禁止

している
（注144）

。

Ⅶ　結びにかえて

1　子どもを持つ権利

　以上、海外における生殖補助医療関連法の現

状を概観してみたが、生殖補助医療をめぐる先

進諸国の最近の動きを「子どもを持つ権利」と

「生まれてくる子どもの権利」という二つの観

点から捉え直してみよう。

　「子どもを持つ権利」は、幸福追求権、自己

決定権に源を発し、リプロダクティブ・ライツ

の一部として、「子どもを産む権利」、「生殖補助

技術を使用する権利」、「家族形成権」などとも

並立する権利である。

　生殖補助医療を利用して「子どもを持つ権利」

を主張するのは、自然生殖では子どもを持ち得

ない人々なのだが、その理由は、様々で、どこ

までの範疇の人々の要求を受け入れるかが、国、

地域や時代によって異なっている。また、子ど

もを持つために、利用できる生殖補助技術はど

こまで許容されるのかが問題となる。提供可能

な配偶子の種類は何か、死後生殖、代理懐胎は

認められるのか、認められるとしたら、その条

件は何かが、議論の焦点になってくる。
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海外における生殖補助医療法の現状

表
3
：
主
要
国
の
生
殖
補
助
医
療
法
に
お
け
る
実
施
条
件
・
禁
止
（
容
認
）
さ
れ
て
い
る
医
療
の
範
囲
等

主
な
法
律

被
施
術
者
の
婚
姻
条
件
等

精
子

提
供

卵
子

提
供

胚
提
供

死
後

生
殖

代
理
懐
胎

子
ど

も
の

出
自

を
知

る
権

利
商
業
的

非
商
業
的

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

遺
伝

的
な

一
体

性
等

に
関

す
る

法
律

(2
0
0
6

年
制
定

) 
、
親
法
典
（
2
0
0
2
年
改
正
）

同
性
婚
を
含
む
事
実
婚

○
○

×
×

×
×

○

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ヒ
ト
・
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
医
療
法
（
2
0
0
3

年
制
定
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

○
×

×
×

×
×

○

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

人
工

生
殖

法
（
1
9
9
6
年

制
定
、
2
0
0
6
年
・

2
0
0
8
年
改
正
）

単
身
女
性
と
同
性
婚
を
含
む
事
実
婚

○
○

×
△

(3
)

×
×

△
(4

)

デ
ン
マ
ー
ク

人
工
生
殖
法
（
1
9
9
7
年
制
定
、
2
0
0
6
年
改
正
）

○
○

×
×

×
×

×

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

不
妊
治
療
法
（
2
0
0
6
年
制
定
）

単
身
者
を
含
む
女
性
全
員

○
○

○
×

×
×

○

ド
イ
ツ

養
子

斡
旋

及
び

代
理

母
斡

旋
法

(1
9
8
9
年

制
定

)、
胚

保
護

法
（
1
9
9
0
年

制
定

）
、

連
邦

医
師
会
指
針

事
実

婚
含

む
異

性
カ

ッ
プ

ル
（

医
師

会
指

針
に
よ
る
）

○
×

△
(2

)
×

×
×

○
（

判
例

に
よ

る
）

オ
ー
ス
ト
リ
ア

生
殖
医
療
法
（
1
9
9
2
年
制
定
、
2
0
0
4
年
改

正
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

△
(1

)
×

×
×

×
○

ス
イ
ス

生
殖
医
療
法
（
1
9
9
8
年
制
定
）

事
実

婚
を

含
む

異
性

カ
ッ

プ
ル
（

提
供

精
子

使
用
は
法
律
婚
の
み
）

○
×

×
×

×
×

○

オ
ラ
ン
ダ

商
業

的
代

理
母

法
（
1
9
9
3
年

制
定

）
、

人
工

生
殖

提
供

者
情

報
法
（
2
0
0
2
年

制
定

）
、

胚
法

（
2
0
0
2
年
制
定
）

○
○

○
△

(3
)

×
○

△
(4

)

ベ
ル
ギ
ー

胚
研

究
法
（
20
03

年
制

定
）、

生
殖

補
助

医
療

及
び
余
剰
胚
・
配
偶
子
利
用
法
（
20
07

年
制
定
）

○
○

○
△

(3
)

×

フ
ラ
ン
ス

人
体

尊
重

法
（
1
9
9
4
年

制
定

）
、

移
植
・

生
殖

法
（
1
9
9
4
年

制
定

）
、

生
命

倫
理

法
（
2
0
0
4
年

制
定
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

（
生
存
し
て
い
て
、
生
殖
年
齢
に
あ
る
こ
と
）

○
○

△
(2

)
×

×
×

×

イ
タ
リ
ア

生
殖
補
助
医
療
法
（
2
0
0
4
年
制
定
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

（
生
存
し
て
い
て
、
生
殖
年
齢
に
あ
る
こ
と
）

×
×

×
×

×
×

非
配

偶
者

間
生

殖
補

助
医

療
は

す
べ

て
禁

止
の

た
め

規
定
な
し

ス
ペ
イ
ン

ヒ
ト
生
殖
補
助
技
術
法
（
2
0
0
6
年
制
定
）

1
8
歳
以
上
の
女
性
全
員

○
○

○
△

(3
)

×
×

△
(5

)

ポ
ル
ト
ガ
ル

生
殖
補
助
医
療
法
（
2
0
0
6
年
制
定
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

○
○

○
△

(3
)

×
×

△
(5

) 

ギ
リ
シ
ア

ヒ
ト

生
殖

補
助

医
療

法
（
2
0
0
2
年

制
定

）
、

生
殖
補
助
医
療
適
用
法
（
2
0
0
5
年
制
定
）

単
身

女
性

と
事

実
婚

を
含

む
異

性
カ

ッ
プ

ル
（
女
性
は

5
0
歳
未
満
で
あ
る
こ
と
）

○
○

○
△

(3
)

×
○

△
(5

)
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イ
ギ
リ
ス

代
理

懐
胎

取
決

め
法
（
1
9
8
5
年

制
定

）
、

ヒ
ト

受
精
・

胚
研

究
法
（
1
9
9
0
年
・
2
0
0
8
年

制
定
）
、
ヒ
ト
受
精
・
胚
研
究
（
死
亡
し
た
父
親
）

法
（
2
0
0
3
年

制
定

）
、

ヒ
ト

受
精
・

胚
研

究
認

可
庁
（

提
供

者
情

報
開

示
）
に

関
す

る
規

則
（
2
0
0
4
年
制
定
）

○
○

○
△

(3
)

×
○

△
(6

)（
1
9
9
0

年
法
）

○
（
2
0
0
4
年

規
則
、
2
0
0
8

年
法
）

ハ
ン
ガ
リ
ー

改
正
保
健
法
（
1
9
9
7
年
制
定
、
1
9
9
9
年
改
正
）

事
実
婚
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

○
○

○
×

×
×

△
(5

)

エ
ス
ト
ニ
ア

人
工
授
精
・
胚
保
護
法

(1
9
9
7
年
制
定

)
5
0
歳
未
満
の
単
身
者
を
含
む
女
性
全
員

○
○

○
△

(3
)

×
×

△
(5

)

ラ
ト
ヴ
ィ
ア

性
・
生
殖
保
健
法

(2
0
0
2
年
制
定

)
単
身
女
性
と
事
実
婚
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

○
○

○
△

(3
)

×

カ
ナ
ダ

ヒ
ト
生
殖
補
助
法
（
2
0
0
4
年
制
定
）

○
○

○
△

(3
)

×
○

△
(4

)

豪
・

ニ
ュ

ー
サ

ウ
ス
ウ
ェ
ー
ル
ズ
州

生
殖
補
助
技
術
法

(2
0
0
7
年
制
定

)
○

○
○

△
(3

)
×

×
○

豪
・

サ
ウ

ス
オ

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
州

家
族

関
係

法
（
1
9
7
5
年

制
定

）
、

生
殖

技
術

法
(1
9
8
8
年

制
定
、
2
0
0
9
年

改
正

)、
生

殖
技

術
（

倫
理

的
臨

床
実

施
要

綱
）
に

関
す

る
規

則
（
1
9
9
1
年
制
定
）

事
実
婚
を
含
む
異
性
カ
ッ
プ
ル

○
○

○
△

(3
)

×
×

△
(5

)

豪
・

ヴ
ィ

ク
ト

リ
ア
州

生
殖
補
助
治
療
法
（
2
0
0
8
年
制
定
）

○
○

○
△

(3
)

×
○

○

豪
・

ウ
ェ

ス
タ

ン
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

州

ヒ
ト

生
殖

技
術

法
(1
9
9
1
年

制
定
、
2
0
0
4
年

改
正

)
体

外
受

精
は

事
実

婚
を

含
む

異
性

カ
ッ

プ
ル

の
み

○
○

○
○

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ヒ
ト
生
殖
補
助
技
術
法

(2
0
0
4
年
制
定

)
○

○
○

×
○

○

韓
国

生
命

倫
理

法
（
2
0
0
3
年

制
定

）
、

大
韓

産
婦

人
科
学
会
指
針
（
1
9
9
9
年
）

法
律
婚
（
学
会
指
針
に
よ
る
）

○
○

○
×

中
国

ヒ
ト
生
殖
補
助
技
術
管
理
規
則

(2
00
1
年
制
定

)
法
律
婚

○
○

○
×

×

香
港

ヒ
ト

生
殖

技
術

法
(2
0
0
0
年

制
定

)、
生

殖
科

技
及
び
胚
胎
研
究
実
務
規
則
（
2
0
0
2
年
）

法
律
婚

○
○

○
×
（

実
務

規
則

に
よ
る
）

×
○

△
(6

)

台
湾

人
工
生
殖
法
（
2
0
0
7
年
制
定
）

法
律
婚

○
○

×
×

△
(6

)

※
精
子
提
供
・
卵
子
提
供
・
胚
提
供
○
…
提
供
「
容
認
」
、
ま
た
は
「
禁
止
規
定
な
し
」
 

※
卵
子
提
供
・
胚
提
供

×
…
卵
子
提
供
・
胚
提
供
は
「
禁
止
」

※
精
子
提
供
△

(1
)…

精
子
提
供
は
人
工
授
精
の
み
「
容
認
」（

体
外
受
精
は
「
禁
止
」
）
 

※
胚
提
供
△

(2
)…

余
剰
胚
の
提
供
は
「
容
認
」
、
ま
た
は
「
禁
止
規
定
な
し
」

※
死
後
生
殖

×
…
死
後
生
殖
は
「
禁
止
」
 

※
死
後
生
殖
△

(3
)…

条
件
付
き
で
「
容
認
」

※
商
業
的
代
理
懐
胎

×
…
商
業
的
代
理
懐
胎
は
「
禁
止
」
 

※
非
商
業
的
代
理
懐
胎
○
…
非
商
業
的
代
理
懐
胎
は
「
容
認
」

※
非
商
業
的
代
理
懐
胎

×
…
代
理
懐
胎
は
全
面
的
に
「
禁
止
」
、
ま
た
は
契
約
無
効

 
※

子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
○
…
配
偶
子
提
供
者
を
特
定
す
る
情
報
の
開
示
を
「
容
認
」

※
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
△

(4
)…

提
供
者
の
同
意
を
条
件
と
し
て
、
提
供
者
を
特
定
す
る
情
報
の
開
示
を
「
容
認
」
 

※
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
△

(5
)…

提
供
者
の
情
報
の
う
ち
、
身
体
的
特
徴
な
ど
の
一
部
の
情
報
の
開
示
を
「
容
認
」

※
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
△

(6
)…

婚
姻
相
手
と
の
血
縁
関
係
に
関
す
る
情
報
の
開
示
を
「
容
認
」
 

※
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利

×
…
提
供
者
情
報
は
子
ど
も
に
開
示
し
な
い

筆
者
作
成
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（1）対象者の範囲

　生殖補助医療による治療を受けられる対象を

どこまで認めるかという点で考えれば、従来

は、法律婚の異性カップルだけが対象者として

考えられていた。日本（産科婦人科学会の会告）、

中国、台湾などの東アジア諸国、ドイツ、アメ

リカの一部の州（代理懐胎の場合）は現在でも、

原則的に法律婚カップルのみを治療・施術対象

者としている。

　この考え方は徐々に緩和され、欧米の多くの

国では、事実婚の異性カップルにも治療が認め

られるようになっている。さらに、それが進ん

で、ヨーロッパの先進諸国では、今や異性カッ

プルの範疇を超えて、単身者、同性カップル
（注145）

が

生殖補助医療へのアクセスを求めて、活発に運

動を起こすようになっている。スウェーデン、

デンマーク、フィンランドなどの北欧諸国及び

イギリスのように、法的にそれを実現させたと

ころもあるし、その他の国々でも、法改正を求

める動きが盛んである。

（2）提供される配偶子・胚の範囲

　配偶子・胚提供に関しては、制限が厳しくな

る国がある一方、寛容化する国もある。イタリ

アは、法律が制定される以前は、すべての配偶

子及び胚の提供が可能だったが、法律制定後、

第三者による配偶子・胚提供はすべて禁止され

た。スウェーデンは、非配偶者間人工授精（AID）

による精子提供のみが認められていたが、卵子

提供型体外受精まで認めるようになった。

　日本では、現在AIDの実施のみが学会で公認

されているが、すでに一部では、卵子提供型

体外受精が実施されていることが報道されてい

る。日本産婦人科学会も卵子提供の是非につい

ては、最終的な結論は出しておらず、2008年の

学術会議検討会報告書においても、この問題は

積み残しの課題として記載されている。日本生

殖医学会が2009年3月に出した提言が、日本の

学会では初めて、卵子提供を認めるものとなっ

ている。

　今後、AIDを含め、配偶子・胚提供をどこま

で認めるかについては、生殖補助医療問題の争

点の一つになるであろう。

（3）死後生殖と代理懐胎

　死後生殖に関しては、全面的に禁止する国と、

条件（生前同意や期限）付きで容認する国に二

分されている。

　代理懐胎については、ヨーロッパ諸国の大部

分は禁止あるいは契約無効としており、イギリ

スやカナダ、ニュージーランドなどのアングロ・

サクソン系の国は、商業的代理懐胎のみを禁止

している。アメリカは一部の州を除いて、大半

の州は規制法を持たず、商業的なものも含めて

実施が可能になっている。

　代理懐胎に関する立法化の動きは、韓国、台

湾などの東アジアで盛んである。現在、台湾で

は、容認する方向で審議が進んでいる。

2　生まれてくる子どもの権利

　生殖補助医療は、配偶子提供者や代理懐胎

者といった第三者が関与するため、同じく第三

者がかかわる臓器移植と比較されることもある

が、「子ども」という新たな別人格が誕生する点

が臓器移植とは大きく異なる。

　「子どもを持つ権利」を主張する側は、自ら

の欲求に則って、様々な権利実現の要求を出せ

るが、その結果、生まれてくる子どもの方は、

そもそも意図せずにこの世に生み出されたもの

であるから、要求できることは非常に限られる。

　「生まれてくる子どもの権利」として、わずか

に考えられるものの一つが、「出自を知る権利」

であろう。この問題は、近年になって急浮上し

てきた新しいテーマで、日本では専門家による

研究も現在は発展途上の段階であり、政府の審

議会における討議も開始されて、まだ間もない。
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しかし、欧米諸国では、急激に注目を集める問

題となり、議論も進んで、次々と法制化されて

いる。2000年以降も、オランダ（2002年）、ノ

ルウェー（2003年）、イギリス（2004年）、豪・ウェ

スタンオーストラリア州（2004年）、ニュージー

ランド（2004年）、フィンランド（2006年）、豪・

ニューサウスウェールズ州（2007年）などでは、

配偶子提供者を特定する情報の開示を法的に認

めるようになった。

　東アジア諸国は、代理懐胎問題に比べて、こ

の分野の論議は遅れている。すでに生殖補助医

療法が制定された国でも、開示が許可されてい

るのは、近親結婚防止のための血縁情報が中心

で、真の意味での「子どもの出自を知る権利」

を認めるには至っていない。日本でも学術会議

検討会で、何度か、議論の俎上に上ったが、卵

子提供問題とともに、結論は先送りにされた。

　これからの各国における生殖補助医療に関す

る論議は、「出自を知る権利」に代表される「生

まれてくる子どもの権利」が、親になる側の「子

どもを持つ権利」とどこまで調和して（あるい

は対立して）、主張をのばせるかが鍵となって

くるのではないかと思われる。

3　日本における今後の見通し

　日本における生殖補助医療の問題点（テーマ）

は、度重なる審議会や医学、法学等の専門家に

よる報告書、提言などでかなり出尽くした観が

ある。

　死後生殖と代理懐胎については、すでに最高

裁は、認めないとする判決を下している。2006

年9月4日判決では、死後生殖は、生命倫理や

生まれてくる子の福祉、関係者の意識、社会一

般の考え方などを多角的な観点から検討し、「立

法によって解決されるべき問題
（注146）

」とされ、さら

に2007年3月23日の代理懐胎をめぐる判決で

は、「医学の進歩がもたらす恩恵を多くの者が

安心して享受できるようにするためにも、社会

的な合意に向けた努力をし、これに基づいた立

法が望まれる
（注147）

」という補足意見が付された。

　こうした事態を受けて、厚生労働省は数年前

に法案の準備を進めていたようだが
（注148）

、現在では、

「価値観にかかわる問題で、役所が主導するこ

とはなじまない
（注149）

」という理由から議員立法で法

案が出されることに期待がかけられている。舛

添前厚生労働大臣も議員立法での法制化を念頭

に「国会議員が自分の哲学で考えをまとめる時

期が来ている」と発言している
（注150）

。しかし、国会

の内部には、生殖補助医療は、「法による規制

にはそぐわない」とか「票にならない
（注151）

」といった

消極的意見も多く、そもそも「国会で議論する

問題という認識すらない人がほとんどである
（注152）

」

という無関心さが強く出ており、法案提出がさ

れないままになっている。その間に「待ちきれ

ない」産科医療の現場では、代理懐胎などが実

施され、学会がそれに対抗して禁止の会告を出

すといった「いたちごっこ」のような状態が続

いている。

　先進諸国の生殖補助医療法の制定過程を見て

も、多くの国が10数年、あるいは20数年といっ

た長い時間をかけて立法化にこぎつけている

というのが現実なので、日本のみがこの問題に

多大な時間を費やしているわけではない。生殖

補助医療という問題そのものが、単なる医療で

はなく、家族法を中心とした法的問題と深くコ

ミットし、各国、各時代の社会や文化、倫理観

と大きくかかわるため、成立までの道のりが非

常に困難になることは、ある程度折込済みのこ

とと捉えなければならない。

　こうした中で、2003年報告が2000年報告に

比して、「自己決定権」にもとづく「子どもを持

つ権利」に対してより抑制的になり、それと反

比例するかのように、「子どもの出自を知る権

利」を認める傾向を一層強く押し進める結論を

出すことになったということは注目すべき出来

事である。半世紀以上もの間、匿名で非配偶者
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間人工授精（AID）が行われ続け、2000年報告で

個人を特定する情報を開示しないとする結論が

出されたことを考え合わせれば、2003年報告が

提供者を特定する情報の開示を認めたという事

実は、日本の生殖補助医療の歴史にとって画期

的なことであり、その意味は重く受け止められ

なければならない。

　2007〜2008年の学術会議検討会は、代理懐

胎以外の問題は事実上棚上げにしたが、その代

わり、内閣府に常設の生命倫理委員会を創設し、

そこが生殖補助医療全般を政策立案し、処理す

ることを提案している。

　専門家や審議会・委員会での問題提起に引き

続き（あるいは同時並行して）、今度は、生殖

補助医療に関する国民的議論を巻き起こし、コ

ンセンサスをつくっていく作業が始められなけ

ればならないだろう。こうした様々な議論を踏

まえた上で、あらためて、法案が国会に提出さ

れ、審議されることになると思われる。その際

は、学術会議検討会が提言したように、生まれ

てくる子どもの福祉を第一に考慮すること、さ

らには卵子提供者や代理懐胎者などの第三者の

身体的危険性を含めた、様々な不利益や犠牲が

最小限に抑えられる生殖補助医療の実現をめざ

すこと、これらのことを基本原則に置いて議論

が進められることが望まれる。

注

＊ インターネット情報はすべて、2010年2月10日現在

である。
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海外における生殖補助医療法の現状

表4：生殖補助医療をめぐる内外の動向

日本

1949.8 慶応大学病院で日本初のAID出生児誕生

1983.10 日本初の体外受精児誕生

1983.10 日本産科婦人科学会「『体外受精・胚移植』

に関する見解」（2006.4に改定）

1986.3 日本産科婦人科学会「『体外受精・胚移植の

臨床実施』の『登録報告制』について」（2006．

4に改定）

1988.4 日本産科婦人科学会「ヒト胚および卵子の

凍結保存と移植に関する見解」（2006.4に改

定）

1992.1 日本産科婦人科学会「顕微受精法の臨床実

施に関する見解」（2006.4に改定）

1997.5 日本産科婦人科学会「『非配偶者間人工授

精』に関する見解」（2006.4に改定）

2000.3 日本弁護士連合会「生殖医療技術の利用に

対する法的規制に関する提言」

2000.12 旧厚生省専門委員会報告書

2001.1 長野県の根津八紘医師による代理出産事例

公表

海外

1973 アメリカ：統一親子関係法作成

1978.7 イギリス：世界初の体外受精児誕生

1984.11 豪・ヴィクトリア州：不妊（医学的処置）法

制定

1984.12 スウェーデン：人工授精法制定　

1985.1 イギリス：コットン事件

1985.7 イギリス：代理懐胎取決め法制定

1988.3 豪・サウスオーストラリア州：生殖技術法

制定

1988.6 スウェーデン：体外受精法制定　

1988.11 スペイン：生殖補助技術法制定

1989.11 ドイツ：養子斡旋及び代理母斡旋禁止法制

定

1990.11 イギリス：ヒト受精・胚研究法（HFE法）制

定　

1990.12 ドイツ：胚保護法制定　

1991.10 豪・ウェスタンオーストラリア州：ヒト生

殖技術法制定

1992.6 オーストリア：生殖医療法制定

1993.9 オランダ：商業的代理母法制定

1994.7 フランス：生命倫理三法制定

1994.8 ノルウェー：バイオテクノロジー医療法制

定

1995.6 豪・ヴィクトリア州：不妊治療法制定

1996.5 アイスランド：人工生殖法制定

1997.2 イギリス：ブラッド事件控訴審判決

1997.6 エストニア：人工授精・胚保護法制定

1997.10 デンマーク：人工生殖法制定

1997.12 ハンガリー：改正保健法制定

1998.12 スイス：生殖医療法制定

2000 アメリカ：新しい「統一親子関係法」作成

2000.6 香港：ヒト生殖技術法制定

2000.7 スロヴェニア：医学的不妊・生殖補助医療

法制定

2001.2 中国：ヒト生殖補助技術管理規則公布

2002.1 ラトヴィア：性・生殖保健法制定

2002.4 オランダ：人工生殖提供者情報法制定

2002.5 スウェーデン：体外受精法改正

2002.6 オランダ：胚法制定

2002.12 ギリシア：ヒト生殖補助医療法制定
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2003.3 根津医師による2件目の代理出産公表

2003.4 厚生労働省生殖補助医療部会報告書

2003.4 日本産科婦人科学会「『代理懐胎』に関する

見解」

2003.7 法務省法制審議会親子法制部会中間報告書

2004.4 日本産科婦人科学会「胚提供による生殖補

助医療に関する見解」

2004.11 日本受精着床学会倫理委員会「凍結精子を

用いた死後生殖についての見解」

2006.9 最高裁　夫の死後、凍結精子により体外受

精した子どもと夫の間の「父子関係」を認め

ない判決

2006.12 日本学術会議・生殖補助医療の在り方検討

委員会設置

2007.1 日本弁護士連合会「『生殖医療技術の利用に

対する法的規制に関する提言』についての

補充提言」

2007.3 最高裁　アメリカで代理懐胎した子どもを

依頼者夫婦の実子とは認めない判決

2007.4 日本産科婦人科学会「精子の凍結保存に関

する見解」

2007.4 日本生殖補助医療標準化機関　友人・姉妹

間の卵子提供認める

2008.4 日本学術会議・生殖補助医療の在り方検討

委員会報告書

2008.6 日本生殖補助医療標準化機関、提供卵子に

よる体外受精を実施したことを発表

2008.8 インドで代理懐胎により出生した日本人男

性の子どもが出国禁止となる事件発生

2008.8 根津医師、日本受精着床学会において、代

理懐胎の症例を初めて発表

2009.3 日本生殖医学会　卵子提供認める

2009.11 根津医師により代理懐胎をした母娘が記者

会見

2009.12 日本産科婦人科学会倫理委員会が根津医師

を厳重注意処分とする

2010.1 法務省が、性同一性障害夫婦がAIDでもう

けた子どもを嫡出子と認めない見解を示し

ていたことが判明

2003.5 ベルギー：胚研究法制定

2003.9 イギリス：ヒト受精・胚研究（死亡した父親）

法制定

2003.12 ノルウェー：ヒト・バイオテクノロジー医

療法制定

2003.12 韓国：生命倫理法制定

2004.2 イタリア：生殖補助医療法制定

2004.3 カナダ：ヒト生殖補助法制定

2004.6 イギリス：ヒト受精・胚研究認可庁（提供

者情報開示）に関する規則制定

2004.8 フランス：生命倫理法制定

2004.11 ニュージーランド：ヒト生殖補助技術法制定

2005.1 ギリシア：生殖補助医療適用法制定

2005.6 スウェーデン：人工授精法・体外受精法改正

2006.5 スウェーデン：遺伝的な一体性等に関する法

律制定

2006.5 スペイン：ヒト生殖補助技術法制定

2006.6 デンマーク：人工生殖法改正

2006.7 ポルトガル：生殖補助医療法制定

2006.12 フィンランド：不妊治療法制定

2007.3 台湾：人工生殖法制定

2007.3 ベルギー：生殖補助医療及び余剰胚・配偶

子利用法制定

2007.12 豪・ニューサウスウェールズ州：生殖補助

技術法制定

2008.11 イギリス：2008年ヒト受精・胚研究法制定

2008.12 豪・ヴィクトリア州：生殖補助治療法制定

筆者作成


